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エスペックグループの環境報告書として第6号にあたる、「ESPEC環境マネジメントレポート２００３」はいかがだっ

たでしょうか？

このレポートも「エスペックの森」のようにどんどん成長させたいと思います。

そのためにも皆様からのご指摘、ご意見をお待ちしております。

編 集 後 記

　「エスペックの森」は、（財）国際生態学センター研究所 所長（横浜国立大学

名誉教授）宮脇 昭博士のご指導のもと、幼苗植栽手法により土地本来の潜在自然

植生を利用した「ふるさとの木による、ふるさとの森づくり」を実践したものです。

　「エスペックの郷土の森づくり」をテーマに、２００１年６月２１日と１０月２７日、エス

ペックグループ社員とその関係者、延べ約１,１００人が森づくりを通じて地球環

境保全を考えるために参加。

ともに汗を流してタブノキ、アラカシ、シラカシなどのポット苗約２３,０００本を、神戸

テクノコンプレックスの事業所敷地内（斜面７,５００m
２
）に植樹しました。

エスペック 環境マネジメントレポートでは、この森の成長を毎年掲載してまいります。

植樹直後 

２００1年１０月
 ２００３年５月

 ２００３年５月

このレポートに関するご意見、ご感想、ご質問などにつきましては、下記までご連絡願います。

2003.06　 第1刷

2003.07　 第2刷

2003 10    第3刷
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5000 ■本報告書はリサイクル紙を使用しています。

毎 年６月 発 行



エスペックグループとその製品や事業のアウトライン

を掲載しています。

また、この環境マネジメントレポート２００３の全体に関

わる事項についても掲載しています。

持続的な環境経営をおこなうための環境マネジメント

システムの理念・活動概念について、およびその中核

となるISO１４００１の認証取得について掲載しています。

組織運営や教育など、具体的な活動についても掲載し

ています。

環境マネジメントシステムに沿っておこなわれた事業活動・

生産活動・社会貢献・コミュニケーション・外部評価について、

それぞれの手法とその結果についてまとめています。

1.事業所別データ

　各事業所ごとの詳細データについて掲載しています。

2.算出根拠・計算式・条件

　物質の移動量やエネルギー消費量など、本文やグラフに使用した数値の計

　算式や条件等を記載しています。

3.第１期環境管理中期計画（１９９６～２０００年）の目標と実績

　中期計画（1996～2000年）の目標と実績について掲載しています。

4.環境会計

　環境マネジメントや環境保全にかかった費用について掲載しています。

5.環境省-環境報告書ガイドライン（２０００年度版）への対応

　２００１年２月に発行されたガイドラインへの対応について、自社規準により　

　評価しています。

6.エスペックグループの環境年表

　事業の沿革と環境への取り組みについて年代ごとにまとめています。

7.第1種指定化学物質の名称ならびに排出量及び移動量

　化学物質の移動量管理について掲載しています。
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TO PI CS

２００３年中のISO１４００１全社一括取得を目標に取り組んでいま

す。                                        

さいたまオフィス、名古屋事業所、株式会社アポロメックが

ISO１４００１を認証取得しました。　　

TO PI CS

２００２年５月、エスペック環境マネジメントレポート２００１が、

環境報告書賞優良賞を受賞しました。２００２年１１月、環境経

営度調査で製造部門３２位の評価を受けました。　　　　

ビルドインコアモデル、液槽冷熱衝撃装置 TSBでそれぞれ

省エネ４２％、５２％を達成しました。（当社従来比）

鉛フリーはんだに変更したプリント基板の製造を開始し、

５４％を鉛フリーはんだ基板に転換しました。（制作面積比）

低沸点冷媒回収装置を開発しました。２００２年度より従来回

収できなかった低沸点冷媒（フロン）の回収をおこない、８３

ｋｇを回収しました。

当社の取引額上位１００社様全てがISO１４００１取得またはエコ

アクション２１に登録していただくことができました。

名古屋事業所
２００２年７月

さいたまオフィス
２００２年６月
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株式会社アポロメック 
２００３年３月



エスペックグループは、気象環境などを再現

する「環境試験装置」を製造・販売しています。

例えば、極寒の地を飛び立ち、数時間後には灼熱の空港に降り立

つ飛行機は、短時間に１００℃近くの熱ストレスにさらされます。こ

のストレスは、製品・部品の品質や信頼性に大きく影響を与えます。

他にも、湿度、雨、雪、光、振動、圧力など。これらを装置内で再現

し、品質保証や信頼性確保に役立てていただく装置が「環境試験

装置」です。

この技術は、半導体、液晶などの高度な生産技術、生産性にも大

きく寄与しています。
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エスペック株式会社 本社 （大阪市）

創 業

創 業 者

設 立

総 資 産

発行済株式総数

売 上 高

従 業 員 数

事 業 所

工 場

取 締 役

取 締 役

査 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

上 席 執 行 役 員

上 席 執 行 役 員

上 席 執 行 役 員

上 席 執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

島 崎 　 清

野 路 井 　 達

進 　 信 義

和 田 久 一

廣 　 信 義

山 田 義 信

吉 岡 昭 一 郎

安 達 智 一

檜 作 榮 四 郎

中 井 良 雄

福 本 博 道

水 野 浩 三

桐 村 　 均

石 田 雅 昭

島 田 種 雄

石 井 邦 和

曽 田 聖 二

昭和22年（1947年）7月25日

田 葉 井  五 郎

昭和29年（1954年）1月13日

株式会社田葉井製作所を設立

319億5,900万円

23,499,894株

267億3,700万円（2003年3月期）

939名（正社員、準社員、派遣社員含む）

本社（大阪）・東京本部

宇都宮テクノコンプレックス

神戸テクノコンプレックス

寝屋川技術センター

福知山・宇都宮

■会社概要（２００３年４月１日現在） ■エスペックグループ

■役員（エスペック株式会社、２００３年６月２５日現在）

執行役員

監査役

取締役

代 表 取 締 役

代表取締役社長

・CEO

・COO

■売上高推移

5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,0000

32,115

(単位：百万円）

23,059

27,283

26,737

22,913

29,204

26,7901996.4～1997.3

1997.4～1998.3

1998.4～1999.3

1999.4～2000.3

2000.4～2001.3

2001.4～2002.3

2002.4～2003.3

■品目別売上構成

5,000 10,000 15,000 20,000 25,0000

環境試験事業 15,095

7,536

26,737

電子デバイス装置事業

環境エンジニアリング・サービス事業

※当該頁各数値は、連結対象会社の総計値です。

18,333 8,404

合計

(単位：百万円）

▼

5,404

国内 輸出

■総資産 ■国内エスペックグループ従業員数推移

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000
(単位：人）

1998年 888

1999年 879

2001年 967

2000年 910

2002年 939

経営年度

エスペックグループの概要

5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,0000

41,751

(単位：百万円）

35,206

34,969

31,959

33,657

34,709

34,9201996.4～1997.3

1997.4～1998.3

1998.4～1999.3

1999.4～2000.3

2000.4～2001.3

2001.4～2002.3

2002.4～2003.3
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環境テスト事業部

環境ファシリティー事業部

ディスプレイ・デバイス装置事業部

計測・テストシステム事業部

海外事業本部

営業本部

技術開発本部

資材本部

福知山工場

神戸テクノコンプレックス

宇都宮テクノコンプレックス

管理本部

輸出管理本部

エスペックエンジニアリング株式会社

エスペック環境試験技術センター株式会社（テストセンター）

エスペック京都株式会社

エスペック兵庫株式会社

エスペック販売株式会社

エスペックビジネスクリエイト株式会社（EBC）

エスペックミック株式会社

株式会社アポロメック

エスペックオリゴサービス株式会社（EOS）

ESPEC NORTH AMERICA, INC.

愛斯佩克環境儀器（上海）有限公司

愛斯佩克環境保護技術（杭州）有限公司

ESPEC（MALAYSIA）SDN.BHD.

韓国エスペック株式会社

上海愛斯佩克環境設備有限公司

広州愛斯佩克環境儀器有限公司

エ
ス
ペ
ッ
ク
株
式
会
社

グ
ル
ー
プ
会
社
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エスペックグループの製品
環境試験器

例えば空港を飛び立ち、高度1万ｍの氷

点下を経て、灼熱の空港へ着陸する飛

行機。著しく変化する気象環境下でも、

部品のひとつひとつが高い性能と品質

を確保するためには、信頼性を確保す

る試験が不可欠です。その環境を人工

的に創造する機器が環境試験器です。

恒温（恒湿）器 プラチナスＫシリーズ

計測・評価システム

電子機器の高性能化・小型化による部

品の複雑化・高密度化。それらは電子

機器の信頼性評価のあり方にも影響を

及ぼし、新たな評価項目を生み出す背

景となっています。エスペックグルー

プでは、電子機器の信頼性試験に適し

たシステムを提案しています。

イオンマイグレーション評価システム プリント基板・はんだ導体抵抗評価システム コンデンサ温度特性評価システム

半導体関連機器

VLSIからULSIへ、また三次元回路素子

へのアプローチ。半導体デバイスはま

すます高集積・高性能化が進む一方です。

エスペックグループの半導体関連機器

は新技術開発から製造段階まで幅広い

分野で、最先端の回路技術を支えてい

ます。

ダイナミック／モニタードバーンインシステム ＡＧＶ自動バーンインシステム

理化学機器

研究室や実験室で活躍する汎用理化学

機器、技術革新があらゆる分野で進む今、

その存在は重要性を増すばかりです。

エスペックグループではこの理化学機

器でも、ラボスターシリーズをはじめ数々

の製品を提供。実験室や研究室の名ア

シスタントとして高い信頼をいただい

ています。

恒温恒湿器（ラボスターシリーズ） 真空乾燥器

自動化機器

無人化工場をめざして生産機器の自動

化は進む一方です。エスペックグルー

プは自動クリーン熱処理システムをは

じめ、生産現場で信頼性確保に活躍す

る各種自動化機器を次々と開発。FAの

確立にも大きく貢献するとともに、PDP

／液晶ディスプレイの信頼性向上にも

寄与しています。

自動クリーンキュアシステム 大型基板対応枚葉式縦型クリーンオーブン
　ＨＳＣシリーズ

環境試験サポートサービス＜託験＞

エスペックグループがお届けする信頼

性試験のサービス、それが託験です。

エスペック環境試験技術センター株式

会社は、特にＩＥＣＱ独立試験所、JNLA（電

気製品分野）、JCSS（湿度）の3分野に

おいてＩＳＯ／IEC１７０２５による認定を

受けており、試験・校正の両面で付加価

値の高いサービスを提供いたします。

受託試験 トレーサビリティ・サービス

ライフサイエンス

エスペックグループは環境試験器で培

った技術をライフサイエンスの分野に

までひろげています。

バイオテクノロジー研究のための各種

の細胞培養器の提供から、人間を対象

として各種の環境を人工的に再現する

低酸素トレーニング室や人工気象シュ

ミレーター等の納入を行っています。

炭酸ガス培養器シリーズ 低酸素トレーニング室 低酸素宿泊室

組立式恒温（恒湿）室 ビルドインチャンバー 冷熱衝撃装置 ＴＳＡシリーズ 液槽冷熱衝撃装置 TSB 小型環境試験器 恒温器 パーフェクトオーブン
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環境改善事業

緑化・自然再生
グリーンシステム

環境測定・分析分野

生活・産業環境保全分野

自然災害の予防・管理

各種環境の測定

環境分析・コンサルティング

環境測定機器

計量証明

グリーンシステムは、光・温度・湿度・炭酸ガス濃度などの地上部

環境と、土壌・溶液濃度などの地下部環境をコントロールすること

で、苗生産・栽培を安定して効率よく行うシステムをご提供いたし

ます。

森づくり

「幼苗植栽手法による郷土の森づくり」は潜在自然植生のデータ

をもとにし、自然植生の再現をめざした森づくりをおこないます。

育苗・培養室（人工光型施設） コンテナ式植物栽培装置 環境制御システムアグリガラス温室

やすらぎ空間の創造

緑の資源再生

安全な食料の安定供給

緑化・自然再生

グリーンシステム

水辺づくり

水生植物を活用した水辺の自然環境復元、植生護岸の形成、水質

浄化をおこなうベストマンシステムにより、技術コンサルティング

と植物製品の提供、販売をおこなっています。

環境測定機器 計量証明

環境分析を行う場合、長期にわたり温度や湿度、雨量などの環境

因子の測定をおこなわなくてはなりません。エスペックグループ

は、コンパクトで長期間の使用にも耐えられ収集データの記憶、し

かも遠隔地に設置した場合でもデータを自動転送する通信機能

を備えた環境計測装置をご用意いたします。

水・土壌・空気浄化システム

エスペックグループは工業廃水、試験・研究排水、病院排水などの

さまざまな処理やリサイクルをおこなう、排水処理関連機器をご

提供いたします。わたしたちが掲げる「水資源のゼロエミッション」

は、かけがえのない地球環境保全への第一歩です。

現在、クローズアップされている土壌汚染。焼却残滓や工場廃液

が土壌を汚染し、さらに地下水までも汚染しはじめています。エ

スペックグループでは、この汚染土壌・地下水を浄化する「汚染地

下水浄化工法」（特許申請中）の技術開発に取り組んでいます。こ

れは、汚染地下水を、微生物を固定した浸透性バイオ壁によって

浄化し、地下水の流れを阻害せず周辺の地下環境の保全に対して

も有効です。

河川・湖沼・海洋・工場排水な

どの水質、土壌や底質、あるい

は工場や事業所から排出され

るばい煙・ばい塵や大気環境、

騒音の測定・調査・分析を行い

ます。環境保全が必要とされ

るあらゆる分野で要望が高ま

っています。

また、環境マネジメントシステ

ム＜ISO１４００１＞の認証取得

を目指している企業へのサポ

ートも実施しています。

サーモレコーダーシリーズ クランプレコーダー レインフォールレコーダー

京都環境計量センター

空気環境の保全

水環境の保全

土壌・地下水の浄化

水処理・浄化システム

空気浄化システム

土壌・地下水浄化システム

また、わたしたちの生活空間や作業・生産現場における空気環境は、

目に見えないところで悪化して、わたしたちの身体を蝕んでいます。

エスペックグループはこのようなわたしたちの身の回りを守る、空

気環境改善を行うシステム機器をご提供いたします。

森づくり 施工直後 5年後 水辺づくり 施工前 施工後

エスペックグループでは、環境機器・バイオエンジ

ニアリングの技術を活かし、森づくり、水辺づくり、

植物生産システム、環境モニタリングシステムなど、

環境を再生し育むさまざまな事業に取り組んでい

ます。

自然に近い植生を早期に再生する自然環境保全、

防火や土砂流出を防ぐ防災林、街路樹や工場緑化

など都市の景観に役立つ緑化、また植物による多

自然型川づくりなど、緑化やそれにともなう環境

分析などをシステマティックに実現することがで

きます。

２０００年度 ２００１年度 ２００２年度
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計
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数

単
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度
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　近年、環境に対する不安はますます高まっております。首都圏においては

この夏、原子力発電所の停止のために大幅な電力不足が予想されています。

最悪の場合は大規模な停電が発生し、首都圏の機能が麻痺することもあるとの

ことです。もしもそのようなことになれば、日本全体に影響が及び、日本経済

への打撃は計り知れないものがあります。私達の生活がいかに電気に支えられ

たものであるか、電気がいかに大切であるかを痛感いたしております。電力不足

を軽減させることを考えると、企業活動での省エネ、企業が提供する製品の

省エネ化など、企業における環境への取組みがいかに重要であるかを、改めて

考えさせられる次第です。

　２００２年度エスペックグループは、経営体制を刷新し、新生エスペックとして、

「環境」をビジネステーマに、「より確かな生環境の提供」を使命とし、つねに人

と社会と地球のよりよい明日を築くために「環境経営」に取り組んでまいりま

した。そして、第２期環境管理中期計画に沿って、ほぼ計画どおりの成果をあ

げることができました。特にオゾン層破壊係数の大きな低沸点フロンの回収装

置を独自に開発し、従来から行っているフロン回収事業の対応範囲を拡大できた

ことは、トップ企業としての使命を果たし、社会のニーズに合致できたものと

自負しております。

また、グリーン調達活動の一環として資材調達先様に環境マネジメントシステム

構築をお願いしており、調達先様６３社へのエコアクション２１での「環境活動評

価プログラム」の策定支援と届出を行いました。環境管理活動をエスペックグ

ループ内だけではなく、関係する方々にまで広げていくことが、環境管理活動の

スパイラルアップと考えております。

　また、このほど、２００３年度から２００５年度までの経営革新計画“ESPEC１３０プ

ラン”を策定をいたしました。この計画において、めざす企業の姿として、

“革新的技術の創造で「環境優良企業」と「グローバル企業」の実現”といた

しました。

　「遵法」と「積極的な情報開示と双方向のコミュニケーション」を土台に、

「環境の世紀における先進的な環境優良企業」の実現を目標に、「より一層の

環境配慮製品の提供」、「環境負荷低減を実現するプロセスの構築」と「社会

貢献できる活動の実践」に向けた「エスペック環境経営」を実行してまいります。

　（１） グリーンプロダクツ＆サービス

　　　○３０％省エネ製品の開発継続とグリーン調達の拡大

　　　○環境改善事業・製品の拡大

　（２） グリーンプロセス

　　　○グリーンディーラー＆サプライヤーの育成

　　　○海外拠点の環境マネジメントシステムの構築

　（３） グリーンマインド

　　　○エスペック地球環境研究技術基金の規模拡大

　　　○緑化・植林などでの社会貢献

　エスペックグループは、２１世紀においても「環境」をビジネステーマに社会

に貢献し、「環境優良企業」の実現を目指して挑戦し続けてまいります。

　今後も、皆さまのご理解とご支援を賜りますよう心からお願い申しあげます。

　京都議定書が発効すると、日本は２００８年から２０１２年の間に、二酸化炭素な

どの温室効果ガスを１９９０年比で６％も削減しなくてはなりません。民生部門は

もちろんのこと、産業部門での削減についても大変な努力が要求されます。

今後、社会が持続的な発展を維持するためには、企業が環境問題に積極的に

取り組んで、循環型社会の形成に尽力しつつ、二酸化炭素などの温室効果ガス

の削減、すなわち、省エネにつながる活動をより積極的に推し進める必要が

あります。

　業界に先駆けるとともに企業規模の枠を越えた環境への取り組みを続ける

エスペックグループの第２期環境管理中期計画は、企業の社会的責任として

環境管理活動をすすめることだけでなく、環境を守る企業から、環境を創る企業

への変革を意味しています。

　２００２年度は、営業・サービス拠点である さいたまオフィスと名古屋事業所

がISO１４００１の認証取得ができました。国内エスペックグループでは９つの拠

点で認証取得できたことになりますが、次のステップとして２００３年度中には、

国内エスペックグループ全社一括でのISO１４００１の認証取得に挑戦します。ま

た、資材調達先様に続いて、代行店様の環境マネジメントシステム構築支援に

積極的に取り組みます。

　今後も、製品でより一層の環境配慮への取り組み、事業プロセスでの環境

負荷低減への取り組み、環境創造・環境改善事業の取り組みを進め、確実な

環境経営を進めてまいる所存です。

２１世紀における「環境優良な先進企業」を目指します。

　

　全ての情報を公開し、社会に役立ち、評価されることを基本的なスタンスと

して、１９９８年より取り組んだ環境報告書。２００２年度の環境管理活動について

記載しました「ＥＳＰＥＣ環境マネジメントレポート２００３」を発行いたします。

　この報告書を手にしていただく皆様に、エスペックグループの「環境」への

活動内容をご理解いただきたく、また、皆様からの率直なご意見を賜れば幸甚

です。このレポートをきっかけとし、より多くの皆様と、より深いコミュニ

ケーションができることを願っています。

8 9

経営者の声明

２００３年６月  上席執行役員

環境管理担当役員
２００３年６月　代表取締役社長
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当環境マネジメントレポートは、エスペックグループのお客様をはじめとする多くの利害関係の皆様に対する環境

関連情報の開示を目的としています。ＥＳＰＥＣ環境マネジメントレポートは、毎年6月末（年1回）に発行しています。

また、過去、エスペック環境マネジメントレポートをご要求いただきました方には、最新版を継続して送付させてい

ただいています。

1.準拠した環境報告書ガイドラインなど

※1：フロン回収、廃棄物持ち帰り量について　　※2：派遣社員、場内外注者を含む

※3：エスペック環境試験技術センター株式会社社員数を含む　※4：エスペックビジネスクリエイトは、エスペック株式会社・本社に含む

※5：環境改善事業について　

環境マネジメントレポートの対象範囲

環境省-環境報告書ガイドライン（２０００年版）

環境省-事業者の環境パフォーマンス指標

2.対象年度

主に２００２年度（２００２年４月～２００３年３月）の期間を対象とし、

過去より継続して実施してきた内容および直近のできごとに

ついても時期を記述した上で掲載しています。

4.環境影響の範囲

事業活動、製品・サービスによって与える環境影響を局所か

ら地球環境規模にわたって対象とし、また製品の全ライフサ

イクルにかかる環境影響についても掲載します。

5.事業所の範囲

主に国内エスペックグループのＩＳＯ１４００１認証取得事業所の

活動結果を集計しています（従業員比率：８２％）

エスペックグループ全体での環境マネジメントシステム構築

は２００３年を計画しており、エスペックグループ全体の環境報

告は２００４年６月の環境報告書にて掲載します。
3.事業の範囲

事業活動全般と製品・サービスにわたる環境保全について記

述します。また環境保全・改善事業についても取り組んでいま

すので、その内容についても掲載します。
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象
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業
員
数
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業
員
数
小
計

比
率

エスペックグループ

福知山工場

エスペック本社

東京本部

宇都宮テクノコンプレックス

神戸テクノコンプレックス

さいたま

名古屋

エスペックエンジニアリング 本社事業所

エスペックエンジニアリング 大東事業所

その他営業所等

事
業
所
名

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

241

267

46

71

46

18

18

47

45

799 82％

180

979

18％

合　　計

※3

※3

※3※4

※2

※3

※5

※1

環境マネジメントシステム２００２年度エスペックグループ環境強化週間　
環境写真コンテスト

大賞作品「α」　
エスペック株式会社　　福田久美

２００２年度エスペックグループ環境強化週間　
環境写真コンテスト

優秀賞作品「水とおともだち」　
オオヨド急運株式会社　　北　奈央
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エスペックグループ環境マネジメントの活動概念

エスペックグループ全社環境基本方針

ISO１４００１

環境マネジメント体制・組織・責任

事業活動と製品・サービスへの影響評価

グリーン調達
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経営理念
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループは、１９９９年、経営理念を改訂し、「THE 

ESPEC MIND」としました。

この「THE ESPEC MIND」の上位理念において、「起点」では企業

の存在意義を、「宣言」では遵法および環境などについて、企業

としての取り組み方を宣言しています。

エスペックグループの環境マネジメント活動概念
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは、環境マネジメント活動について、以下

のように考えています。

なにより先に「遵法」。またエスペックグループが行う環境マネ

ジメント活動へについて利害関係者との「コミュニケーション」。

これを土台に、「製品・サービスの環境改善」、「事業所での環境

管理活動」、「社会貢献」を主たる環境マネジメント活動とし、そ

の推進の核となる考えが「ISO１４００１」と捉えています。

２００３年４月、国内エスペックグループ全社一括でのISO14001の

認証取得に向けて、全社環境基本方針を見直しました。

新しい基本方針は、「環境宣言」、「基本理念」と「基本方針」の3

つの構成としました。

1.エスペックグループ環境マネジメントの活動概念 2.エスペックグループ全社環境基本方針
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環境マネジメントシステム

エスペックは、良き社会の一員として存在することを宣言す

る。

そのために、経営において、活動において、私たち全員が

尊重すべき事柄を明らかにし、その実践を誓うものである。

まず、遵法。

エスペックは活動を行う国々や地域において定められた

法律を順守する。

さらには、国々、地域間における法律上の格差が認められる

場合には、より社会性の高い内容を定めた法律の適用を

自ら課すこととする。

二つ目に、文化。

エスペックは、活動を行なう国々や民族の文化を尊重する。

悠久の時を経て、築きあげた今日の文化や道徳的・倫理的

規範に敬意を払い、むしろそこに深く立脚することによって、

その地の良き一員となることを目指す。

三つ目に人権。

エスペックは、人々にあまねく備わっている「人として尊厳を

もって生きる権利」を決して侵さない。

尊厳をもつ人の集まりである企業の中で、いかなる侮蔑や

差別も許してはならない。そして、そのまなざしは世界という

広がりを持つのである。

四つ目に、環境。

エスペックは、かけがえのないこの地球を決して傷つけない。

単に環境に負荷をかけず、素晴らしいサービスを提供するか、

という範囲にとどまってはならない。

いかに環境に役立つか、という視点こそエスペックたるゆえん

である。

最後に、啓発。

エスペックは、これらを単に宣言にとどめず、あらゆる機会を

創出して啓発を行なう。

特にエスペックを構成する各層の人々に対し、この宣言の

持つ意義を啓発、教育し、良き社会の一員としての誇りを

共有しようとするものである。

宣　言

法などの遵守

○国際、各国法、日本国法

○都道府県条例

○区市町村協定

○地区協定

○団体要求　ほか

社会貢献

○エスペック地球環境研究・技術基金
○製品リサイクル、フロン回収
○植樹、清掃活動
○環境管理セミナー
○鉛フリーはんだ研究 ほか

製品・サービスの
環境改善
○DfE環境配慮設計、要素開発、基礎研究
○環境改善事業（緑・水・土壌・計測）
○ＬＣＡ（ＩＳＯ14040他）
○省エネ、省資源、リサイクル
○鉛フリーはんだ

事業所での環境
管理活動

○改善、改良、削減活動
○維持管理活動
○リスク管理活動
○教育、啓発
○グリーン調達 ほか

コミュニケーション

○環境報告書
○環境会計
○環境ラベル（ＩＳＯ14020他）
○環境パフォーマンス評価
　（ＩＳＯ14031）　ほか

ISO14001



ISO14001取得事業所
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは、１９９６年に業界に先立ち、「環境管理」

の導入を宣言。事業活動および製品・サービスについて積極的

な環境管理活動を行うことにしました。その活動の一部として、

エスペックグループの主要生産拠点などに対して、ＩＳＯ１４００１の

認証取得を計画。２００１年度までに国内７事業所・海外1事業所が

認証を受けることができました。

２００２年度においては、地方小規模の営業・サービス拠点である

さいたまオフィスと名古屋事業所がISO１４００１の認証を取得する

とともに、関係会社である株式会社アポロメックが認証取得し、

グループ内で１１事業所（国内10、海外1）の取得となりました。

エスペックグループでは、１９９６年４月、「エスペックグループ全社

環境管理委員会」を設置。グループ内の環境マネジメント推進母

体としています。

委員長、副委員長には、社長と環境管理担当役員が就任。委員会

では全社での目標設定、進捗確認、案件の審議などが行われてい

ます。

全社環境管理委員会の下位には、ISO１４００１認証取得済事業所

および取得作業中の事業所がつながります。各事業所での環境

管理活動の推進責任者は各事業所長とし、事業所長の指揮によ

り事業所内で環境管理活動を実施しています。内部環境監査は、

各事業所長直轄の内部環境監査チームを組織し、事業所内の内

部監査を運営しています。

また、事業所間にまたがる問題、製品の環境改善など全社共通の

問題に対し、4つの専門部会を設置しています。

グループ内全事業所・全社員での環境マネジメント活動が推進で

きるように、全社一括のISO１４００１認証の２００３年度取得を目標

に取り組んでいきます。これを推進するため「ISO１４００１全社一

括取得準備委員会」が、全社環境管理委員会の下部組織として

活動を開始しています。２００２年度は、各事業所の個別システム

から全社共通システムへ集約・共通化について、各事業所からの

意見をききながらまとめを進めました。

3.ISO14001 4.環境マネジメント体制・組織・責任
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環境マネジメントシステム

全社環境管理委員会

委 員 長 ：社長

事 務 局 ：環境管理部

ISO1400１
全社一括取得準備委員会

開 発 設 計 部 会

物 流 部 会

リ サ イ ク ル 部 会

副委員長：環境管理担当役員

・エスペックグループ内開発設計部門の代表者で構成

・単独事業所単位のISO14001取得から全社

統一の環境マネジメントシステムにより、全社

一括のISO14001認証取得の準備にあたる

（2003年度取得目標）

・エスペックグループ内物流部門、購買部門の代表者で構成

・エスペックグループ内営業、購買、物流部門の代表者で構成

営 業 部 会

・エスペックグループ営業部門の代表者で構成
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ISO14001一括取得
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループは１９９６年の「環境管理」導入宣言後、国内

１０事業所、国外１事業所で環境管理規格ISO１４００１を認証取得し

てきました。

国内においては、取得済み事業所従業員／全従業員の比率は、

８０％強であり、約２０％の従業員がその対象範囲に入っていませ

ん。

そのために、取得済み事業所従業員と未取得事業所従業員との

間に、環境に対する認識や意識の違いがあることは否定しがたく、

全社的に対応しているとは言えません。

そこで、２００３年中に、サイト単位の認証取得から全社一括取得に

切替えるべく、グループの力を結集して対応をおこなっています。

国内エスペックグループにおけるISO１４００１一括取得の範囲は、

エスペックエンジニアリング株式会社 
本社事業所 １９９７年７月

エスペックエンジニアリング株式会社
大東事業所 １９９８年７月

福知山工場 
１９９６年１２月

国内１３７番目

宇都宮テクノコンプレックス 
１９９７年３月

エスペック株式会社
本社事業所 ２００２年２月

神戸テクノコンプレックス
２００２年１月

東京本部
２００１年２月

廣州愛斯佩克環境儀器有限公司
２０００年１２月

株式会社アポロメック
 ２００３年３月

名古屋事業所
２００２年７月

さいたまオフィス
２００２年６月

EC99J2046

03 2000 031 EC00J0257 EC01J0297 EC01J0273

EC02J0053 EC02J0094 EC02J0324

国内２２１番目
EC96J1081

国内３４９番目
EC97J1050

国内１０９７番目
EC98J1033

エスペック株式会社

エスペックエンジニアリング株式会社

エスペック京都株式会社

エスペック兵庫株式会社

エスペック環境試験技術センター株式会社

エスペックビジネスクリエイト株式会社

エスペック販売株式会社

エスペックミック株式会社

株式会社アポロメック（２００３年３月単独サイトとして認証取得済み）

エスペックオリゴサービス株式会社

（海外拠点）

全社一括取得対象範囲

対象範囲から除外



エスペックグループでは、事業活動が及ぼす環境影響（結果）は、

次の１０分類に区分しています。

この区分に対し、エスペックグループが行う事業活動・製品・サー

ビスでの投入／排出行為との関連付け、関連付けの強さ、量に対

する評価、重大性の評価を実施。現在／計画／過去の評価と、定

常時、非定常時、想定した緊急時の評価を実施しています。

環境マネジメント活動の結果、著しい環境側面（原因）が見えな

くなってきた場合、評価基準値を見直し、更なる環境改善を行う

ことにしています。

製品の環境影響については、製品のライフサイクル（資材投入～

加工～使用～廃棄・リサイクル）における環境への影響を、開発・

設計時に設計担当者自ら評価を実施。現在は、単位重量あたりの

主要構成素材の評点を「１」とおき、他の素材の環境影響評価点

を相対的に変化させた社内基準に設定し、これにより物質・行為

毎のＬＣＡ的な評価を実施しています。

今後は社会の動きに合わせたＬＣＡ手法に移行していく計画です。

5.事業活動と製品・サービスの影響評価 7.法規制および他の要求事項

8.緊急事態への準備

6.グリーン調達
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環境マネジメントシステム

1.人の健康

3.大気汚染

5.地下水汚染・土壌汚染

7.生態系変化・森林破壊

9.オゾン層破壊

  2.騒音・振動・悪臭・景観

  4.水質汚濁

  6.廃棄物処理場不足

  8.地球温暖化

10.資源枯渇

エスペックグループは資材、部品、役務を仕入先様より調達し、製

品・サービスの提供をお客様に行うことが主たる業務です。環境

への影響はエスペックグループだけでなく、仕入先様にも及んで

います。

エスペックグループでは、２０００年に「エスペックグリーン調達基

準書」を制定。グリーン調達を開始。環境に配慮した資材、部品、

役務を要望しています。

またエスペックグループは、グリーン調達を実施するにあたり、仕

入先様の環境マネジメントシステム構築を支援しています。

２００２年度は当社グループの仕入先様をはじめ取引先様に対して、

「エコアクション２１」の登録を要請するとともに、

●エコアクション２１の勉強会

●現地指導

●環境行動計画書の協議

などを行いました。

この結果、当社グループの仕入先様、取引先様の計６３社がエコア

クション２１の登録を済まされ、ISO１４００１取得済仕入先と併せ、当

社の取引額上位１００社様全てが当社のグリーン調達基準のひと

つである「ISO１４００１取得またはエコアクション２１登録」に合致し

ていただくことができました。

この取り組みについては、２７ページをご参照ください。

製品別技術テーマ

会社的技術テーマ

設計段階

素材・量の調査

素材の環境影響度評価

素材のリサイクル性評価

素材の環境影響関連付け

素材の環境影響評価

加工段階

作業、加工資源の評価

加工資源環境影響度評価

加工のリサイクル性評価

加工時環境影響関連付け

加工の環境影響評価

使用段階

使用方法、資源の調査

使用資源環境影響度評価

使用時リサイクル性評価

使用時環境影響関連付け

使用時環境影響評価

廃棄段階

廃棄方法・量の調査

廃棄資源環境影響度評価

廃棄時リサイクル性評価

廃棄時環境影響関連付け

廃棄時環境影響評価

弱い資源分野抽出

弱いリサイクル分野抽出

弱い環境影響分野抽出

製品の環境影響度決定

製品の環境負荷改善決定

製品の開発・設計

量　産

使　用

廃　棄

環境影響

（結果）

仕入先様へのグリーン調達説明会

グリーン調達基準書

エスペックグループ

エスペックグループでは、ＩＳＯ１４００１認証取得事業所を中心に、

事故などにより地域や地球規模の環境問題を起こすことがないよ

うに、未然防止対策を施こしています。一例として、緊急事態発生

時の対応設備・道具の配備、対応手順の制定、通報ルートの設定

などを行い、同時に定期的な訓練とテストを行っています。

なお、過去において緊急事態の発生はありませんでした。

また、製品について環境面のリコールはありませんでした。

エスペックグループが扱う化学物質の移動量については、５４ページ「第1種指定
化

学物質の名称ならびに排出量および移動量」をご覧ください。

9.環境マネジメントシステム監査

エスペックグループでは、ISO１４００１の認証取得済事業所および

認証取得予定事業所に対してISO１４００１に基づく年２回の内部環

境監査を実施。環境マネジメントシステムの「意図（しくみ）の有

無」「実施状況」「有効性の確認」を重点的に監査します。結果は

経営層に報告するとともに、改善点については、ただちに是正を

講じています。

また外部審査を、１９９６年のISO１４００１の認証取得後、年１回受け

ています。結果、いずれも観察事項としての指摘がありました。

緊急事態訓練風景

内部環境監査風景

２００２年度

内部環境監査/外部審査状況

内部監査指摘件数

実施回数 指摘件数

外部審査指摘件数

（観察事項）

エスペック本社事業所 3回 101件 2件

福 知 山 工 場 2回 169件 8件

宇都宮テクノコンプレックス 2回 20件 1件

エスペックエンジニアリング本社
事 業 所

エスペックエンジニアリング大東
事 業 所

2回 10件 1件

1回 5件 1件

神戸テクノコンプレックス 2回 19件 2件

東 京 本 部 2回 40件 2件

さ い た ま オ フ ィ ス 2回 25件 1件

名 古 屋 事 業 所 2回 19件 1件

想定した緊急事態内容

●ポリ塩化ビフェニル（PCB)を含有したコンデンサの
漏洩による人への健康障害,土壌汚染　

●有機溶剤、廃油による火災拡大
●有機溶剤、廃油の漏洩による土壌汚染

●有機溶剤・フロンによる火災拡大、漏洩、有毒ガスの
発生

なし

なし

なし

なし

●有機溶剤、廃油、高圧ガスによる火災拡大、有毒ガスの発生

●有機溶剤、廃油の漏洩による土壌汚染

●有機溶剤、廃油、高圧ガスによる 火災拡大、有毒ガスの発生

●有機溶剤、廃油の漏洩による地下浸透・土壌汚染

エスペック本社事業所

福 知 山 工 場

宇都宮テクノコンプレックス

神戸テクノコンプレックス

東 京 本 部

さ い た ま オ フ ィ ス

名 古 屋 事 業 所

エスペックエンジニアリング本社
事 業 所

エスペックエンジニアリング大東
事 業 所

エスペックグループが環境に関連して適用を受ける法規制・条例・

協定などに関しては、各事業所および開発・設計部門が管理する

体制としています。

また、知り得た法規制などの情報に関して各事業所間、各部門へ

の情報伝達ルート・手段を定め、漏れなく、かつ高くアンテナを張

る体制を整えています。

さらに、経営理念(12ページ)にもあるとおり、世界の法規制につ

いても遵守し、地域間に格差がある場合、より社会性の高い規制

を適用することを宣言・運用しています。



訓練、自覚
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは、環境マネジメント活動の第一歩は教育

から、と考えています。社内職制による教育の実施、自己啓発教育、

資格認定制度を運用し、従業員の環境意識の高揚に努めています。

対象者は社内従業員はもちろん、派遣社員、場内外注者も対象と

しています。従業員ひとりあたりの環境関連教育時間は36時間

でした。（派遣社員、場内外注者含む）

資　　格
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは、環境マネジメント上重要な業務に携わ

る従業員に対して資格認定制度を導入。また従業員は、環境関連

の資格取得に対しても熱心に取り組んでいます。

10.教育・啓発

18 19

環境マネジメントシステム

家族を含めた啓発・意識付け
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは事業活動の環境保全活動の範囲にとど

まらず、家族を含めて日常生活での環境保全活動、環境意識の高

揚が必要と考えています。

2001年に引き続き、2002年も、家族参加型の啓発・意識付けとし

て次の取り組みを実施しています。

● 家族向け環境意識の啓発冊子の発行（福知山工場、東京本部）

● 家庭での環境家計簿の記入要請と評価の実施

  （宇都宮テクノコンプレックス）

● 環境カレンダーの配付、集計の実施（神戸テクノコンプレック

ス）

● 環境バザーの実施（福知山工場、宇都宮テクノコンプレックス）

● 環境フェスティバルの運営（宇都宮テクノコンプレックス）

● 外部植樹祭への参加（宇都宮テクノコンプレックス、他）

エスペック環境強化週間
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

１９９７年、エスペックグループは6月5日の「世界環境デー」を含む

週を、「エスペック環境強化週間」に設定。その週間内に、経営者

が主要事業所を回り、環境保全の必要性を従業員にアピールす

るとともに、事前に募集・審査した「環境改善提案」の表彰、各部

長が評価した「環境功労表彰（部門・個人）」が行われます。

また２００２年度は９事業所で計２０回の地域清掃を行い、延べ人数

で６４４人が参加しました。清掃区域は通勤路、近隣の公園など。

回収したゴミは１,９３０kgでした。

この活動は、地元のマスコミに取り上げられ、地域住民の方々か

ら好評をいただくとともに、通行の方よりはげましのお言葉を頂

戴しています。

職制による

環境マネジメント教育

教育・自覚手段

の種類

職制を通じて、啓発教育、マネジメントシステム教育、緊急事態

に関する教育などを定期的に実施。

自己啓発教育

(通信教育制度)

従業員が希望する通信教育講座の申込代行。優秀な成績で修

了した者に対して奨励制度の用意。

エスペック

環境強化週間

6月5日を含む週を「エスペック環境強化週間」と設定。

環境改善提案、環境功労表彰、地域清掃などを実施し、啓発を行

う。（２５ページをご参照ください）

自己啓発教育

(社内教育制度)

社内講座　「環境管理（ISO14001)入門講座」。

環境管理部が講師となり休日に開催。自主参加。

内部環境監査員

資格名 内　　容

社内資格。社外の内部環境監査員セミナーを修了し、事業所長が
認めた者に与えられる資格。現在38名。

1997年 1998年 1999年 2000年

環境改善提案件数 社　内：313件

仕入先：  44件

合　計：357件

社　内：177件

仕入先：  22件

合　計：199件

社　内：282件

仕入先：  14件

合　計：296件

社　内：179件

仕入先：  14件

合　計：193件

※テーマ：リサイクル

1997年 1998年 1999年 2000年

大賞

環境写真コンテスト

1名 （該当者なし）

優秀賞 5名 （該当者なし）

佳作 5名  2名

1997年 1998年 1999年 2000年

環境功労大賞 福知山工場 タバイエスペックサービス本社

事業所

テクニカルセンター 京都環境計量センター

製品環境改善賞 物流部会 開発プロジェクトセン

ター

（該当者、該当部門な

し）

R&Dセンター、

システム技術部

審査委員長賞 ・タバイエスペック労働組

合福知山支部

・環境管理部

物流部会 通勤路のゴミを毎日

拾いながら通勤する

特定社員

福知山工場の特定廃

棄物削減担当者

環境管理

システム賞

宇都宮テクノ

コンプレックス

宇都宮テクノ

コンプレックス

社内3事業所 開発設計部会

2001年

社　内：148件

仕入先：    9件

合　計：157件

※テーマ：3R

2001年

（該当者なし）

 5名

 5名

2001年

該当なし

R&Dセンター、

WINプロジェクト

・鉛フリーハンダ推進委  

　員会

・株式会社精和工業所様

東京本部

2002年

社　内：193件

仕入先：130件

合　計：123件

※テーマ：リデュース

2002年

1名

3名

4名

2002年

環境管理部

（環境マネジメントレポート製作・１名）

宇都宮テクノコンプレックス

R&Dセンターテクニカルセンター、

テクニカルセンターEEC企画部

・資材１部（植樹祭に尽力・１

名）

・海外営業部（植樹祭に尽力・１

KTC環境管理委員会

本社環境管理委員会

環境大会風景 地域清掃（東京本部）

内　　　容

公認資格名 人数

環境計量士（騒音・振動関係） 1

環境計量士（濃度関係） 3

環境カウンセラー 4

公害防止管理者（大気関係） 5

公害防止管理者（水質関係） 6

公害防止管理者（騒音関係） 8

公害防止管理者（振動関係） 5

公害防止管理者（ダイオキシン類関係） 2

環境マネジメントシステム主任審査員 1

環境マネジメントシステム審査員 2

環境マネジメントシステム審査員補 5

電気主任技術者（3種） 9

エネルギー管理士 2

冷媒フロン回収・再利用技術者 21

高圧ガス製造保安責任者（甲・乙・丙種） 7

冷凍空調技師（1・2種） 107

危険物取扱者（甲・乙・丙種） 249

消防設備士（甲・乙種） 16

消防設備点検資格者（1・2種） 2

作業環境測定士 1

臭気判定士 2

防火管理者 66

衛生管理者（1・2種） 13

衛生工学衛生管理者 3

産業廃棄物焼却施設技術管理者 1

乾燥設備作業主任者 14

放射線取扱主任者（第2種） 4

エックス線作業主任者 5

有機溶剤作業主任者 28

酸素欠乏危険作業主任者 25

空気調和・衛生工学会設備士 11

特定化学物質等作業主任者 22

毒物劇物取扱責任者 6

特別管理産業廃棄物管理責任者 6

ボイラー技士（2級） 21



エスペックグループでは、２０００年を迎えるにあたり、第１期環境

管理中期計画（１９９６～２０００年）から、第２期環境管理中期計画

にステップアップ。

第２期環境管理中期計画では、２０００年を第1期環境管理中期計

画とオーバーラップする形で、期間を２０００年から２００３年までと

し、２００３年までの目標値を設定しました。

２００２年度の目標値および実績は次の通りです。

11.目標と実績

20 21

環境マネジメントシステム

◎：大きな結果　○：計画に沿った成果　△：計画を下まわる、または計画から外れる成果

項目
第2期達成目標

（2000～2003年）
２００２年度達成目標 ２００２年度実績

自
己
評
価

参
照
ペ
ー
ジ

基準

排出物の削減 ２００３年までに

１０％削減（原単位）

排出物９％削減（原単位） ２７％削減（１９９９年基準） ○1999年

製品製造に関わる

電力削減

２００３年までに

５％削減（原単位）

製品製造に関わる電力４％削

減（売上原単位）

３８％削減（１９９９年基準）
○

1999年

△

リサイクル 製品重量低減５％以上 当年度開発製品について重量

低減機種平均５％減
○

1996年

社会からの認知 ２００３年までに環境関連賞を ①環境関連の賞を１つ以上受

賞

②社外からの評価向上

①福知山工場がエコ京都２１「循

環型社会形成部門」認定

脱フロン ２００３年までにオゾン層破壊、

地球温暖化につながらない環

境試験機用冷凍回路の研究・

開発着手

代替冷媒に関する研究（継続） ①低沸点冷媒フロン回収装置

　のサービス部門への配備

②HFC発泡転換のための実証

　確認完了

○

業界の牽引 ２００３年までに日本試験機工業

会内での環境管理規格（案）制

定

JTM規格の下位規格となりえる

環境管理規格案の作成働きか

け

日本試験機工業会において、

当社の取組み事例説明会を実

施
△

エスペックリサイクル

システムの運営

２０００年度運用開始 従来の冷媒フロン回収に低沸

点冷媒フロン回収を追加

下期より低沸点冷媒フロン回

収対応を本格的に実施
○

－

－

－

－

－

－

－

製品の省エネルギー（電力） ２００３年までの開発品において

機種平均３０％減

当年度開発製品について省エ

ネ機種平均３０％減

組立式恒温度恒湿室：

機種平均４２％ ○
1996年

２００３年までに熱処理器に３０％

以上の省エネ技術の開発、製

品の展開

熱処理器に対する省エネ技術

の展開

遠赤外線ヒータシステムの半

導体処理装置への搭載

組立式恒温恒湿室の空調ユニ

ット部の比較：５％以上を実現

○

グリーン調達 ２０００年度運用開始 取引先へのエコアクション２１

の指導　５０社以上

上期４３社　下期２０社について、

環境活動評価プログラムの届

出を完了
◎

◎

◎事
業
活
動

製
品

第2期エスペックグループ全社環境目標

３６-４７

２４・２６・

５３

１８-１９

27

環境管理活動の範囲拡大

－ISO１４００１

２００３年までにエスペックグル

ープとしてISO１４００１の取得

①さいたまオフィス、名古屋事

　業所のISO１４００１取得

②ISO１４００１全社一括取得準

　備

①さいたまオフィス、名古屋事業

所、　株式会社アポロメックISO１

４０　０１取得

②全社マニュアル、全社規則案

　の策定

○ 14

42

34

34・35

～37

-

環境管理活動の

範囲拡大

２００１年以降、仕入れ先・家庭を

含んだエスペック環境ウィーク

の開催

家庭と一緒の環境イベントの

参加

社外における植樹、水質測定

のイベントへの当社社員参加

（３ヶ所）
○ 18

37

24

25

第１期環境管理中期計画（１９９６～２０００年）の計画と実績は

４８ページをご参照ください。

環境パフォーマンス２００２年度エスペックグループ環境強化週間　
環境写真コンテスト

優秀賞作品「エメラルドの渓谷」～西沢渓谷～　
相互電機株式会社※　　荻野鉱一　

※資材調達先

２００２年度エスペックグループ環境強化週間　
環境写真コンテスト

佳作作品　水物語「岩陰に光さし、水際立つ！」　
相互電機株式会社※　　荻野伸夫　

※資材調達先

物質フロー

事業活動の環境パフォーマンス

1.
2.
3.
4.
5.

主要項目推移

営業での取り組み

仕入れ先への取り組み

生産・物流での取り組み

オフィスにおける環境保全

製品・サービスの環境パフォーマンス

1.
2.
3.
4.

開発設計段階での取り組み

製品での取り組み

サービスでの取り組み

製品リサイクルへの取り組み

22
24
24
26
27
28
29
30
30
34
36
37
38
40
42

社会貢献

コミュニケーション

外部評価



エスペックグループでは１９９９年度から事業活動による投入/排出物の量を「物質フロー」として公開しています。今回も、環境省「環境報

告書ガイドライン（２０００年版）」において、「重要な記載事項」とされている項目についても記載しています。当ガイドラインの「可能であ

れば記載することが望ましい内容」などにつきましては、第４章 環境省-環境報告書ガイドラインが求める記載事項」(５４ページ)をご参照

ください。

物質フロー

22 23

環境パフォーマンス
事業活動の環境パフォーマンス

●
リ
サ
イ
ク
ル

●
主
な
廃
棄
物
質
と
そ
の
量

●主な投入物質とその量

CO2換算
営業車排出ガス

399.4ｔ-ＣＯ2

部品製品輸送に
伴うCO2排出

1,681ｔ-ＣＯ2

温室効果ガス排出量

7,887ｔ-ＣＯ2

電力使用による
CO2 排出

サービスカー排出ガス

658ｔ-ＣＯ2

お客様による製品廃棄

持ち帰り物廃棄

50ｔ

冷却水の排水

騒音・振動

総排水量

32,000ｔ

廃棄物（最終処分）量

20.3ｔ
（うち特別産業廃棄物2.2ｔ）

営業車

ガソリン

129k�

営業車

軽油

36k�

営業車

走行距離

175万ｋｍ

部品総輸送量

14.976万ｔ・ｋｍ
（総部品総量：2,160t　総走行距離：81,360km）

総物質投入量

鋼材購入量

部品投入量

4,128t

3,656t

313t

総エネルギー使用量

電気使用量

ガス使用量

石油使用量

水使用量　59,214t（上水道+工業用水）102,539x106kJ

918万ｋＷｈ-94,095x106kJ

206,816m3-8,176x106kJ

7,234�（灯油）-268x106kJ

製品総輸送量

85.782万ｔ・ｋｍ
（総製品重量：2,894t　総走行距離：230.1万km）

総輸送量

100.758万t・km

製品使用時の電力 製品使用時の冷却水 環境配慮製品販売比率 40％
※台数比率

サービスカー燃料等

ガソリン 215k�　軽油 57k�　総走行距離 276.4万ｋｍ

エスペックリサイクルシステム
（製品引取・リサイクル・処理システム）

製品引取り台数

その重量

再資源化重量

製品引取りのフロン回収量

フロン回収量

持ち帰り物資源リサイクル

220台

63ｔ

61ｔ（再資源化率97％）

366ｋｇ

（CFC:194kg/HCFC:139kg/HFC:33kg)

1,463kg

（CFC:532kg/HCFC:873kg/HFC:58kg)

43ｔ

水の循環的利用総量　27，046ｔ有用物排出総量

有価物

資源リサイクル

熱リサイクル

239ｔ

 99.7ｔ（1，222，015円）

118ｔ

22ｔ



省エネ（省電力への取り組み）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループの事業活動に必要とするエネルギーは、ほと

んどが「電気」です。第1期環境管理中期計画では、１９９５年度当

時の量に対して２０００年度までに２０％削減（生産原単位）と設定。

２００１年３月、２５％削減することができました。

第２期環境管理中期計画（２０００～２００３年度）では、製造に関わ

る電力削減について的を絞り、取り組むこととしました。その目

標値は１９９９年度の量を基準に、２００３年度末までに５％削減（生

産額原単位）としました。２００２年度は、３８％削減を行うことがで

きました。

1.主要項目推移

排出物削減
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

第１期環境管理中期計画（１９９６～２０００年度）における廃棄物へ

の取組みの主体は、徹底した分別による有価物化、有用物化でし

た。

第２期環境管理中期計画（２０００～２００３年度）では、廃棄物を有

価物化・有用物化すればそれで本当に環境によいのかと考え、排

出物を削減することとしました。

その目標値は１９９９年度の量を基準に２００３年までに１０％削減と

設定。２００２年度の主な取り組みは、２００１年度の取組みを継続・

強化し、投入量の削減、部品物流での通函の徹底利用、部材の増

量発注施策による納入回数低減での梱包材・緩衝材削減などを

行い、計画を上回る成果を得ることができました。

※全社一括取得に伴い、各サイトの算出方法を変更しました。
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環境パフォーマンス

事業活動の環境パフォーマンス

電力削減取組み図

￥

ZZZ
12

●設備（生産、空調、受電）の入れ替え

●照明設備の入れ替え

●照明配線（スイッチ）の変更

●冷却水ポンプの
　インバータ化

●エアー配管の
　自動遮断

●冷却水ポンプの休日停止

●トイレ等照明の自動点滅

●PCディスプレイの液晶化

←　設備投資　　　　　　　　意識・工夫　→

●空調設定温度の制限

●昼休みの照明・コピー機OFF

●等々

ZZZ

lunch time

ZZZ holiday

24時間稼働している工業用
ポンプに、インバーターを取り
付け

圧縮空気配管に電磁弁を取り
付け、業務終了・非使用回路は
自動的に遮断する

各工場（建物）単位の電力使用量の常時監視、
事務所にて一括観測・監視

事務所照明用スイ
ッチと、消灯チェッ
クシートによるこま
めな節電の周知徹底
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エスペックエンジニアリング
大東事業所

総　合※

※総合：3つの事業所の積算です。

１９９９年基準

目標：９５％

製品製造に関わる電力の削減(生産額原単位：1999年基準）
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事業所別排出物削減率（1999年度基準/2002年度）

排出物のリサイクル率（全社）
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生産工程での排出物の分別

現物を貼り付けた分別方法掲示板

排出物集積場

排出物集積場での最終分別状況

各事業所別電力使用量
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エコアクション２１（グリーン調達）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループは資材、部品、役務を仕入先様より調達し、製

品・サービスの提供をお客様に行うことが主たる業務です。環境

への影響はエスペックグループだけでなく、仕入先様にも及んで

います。

エスペックグループでは、2000年に「エスペックグリーン調達基

準書」を制定し、グリーン調達を開始しました。

2002年4月には、さらにグリーン調達を推進するため、全社環境

基本方針の中に「グリーン調達、グリーン購入を日常のものとし

ます」と掲げました。そして「エスペックグリーン調達基準書」を

改訂し、環境にやさしい活動に取り組み、環境マネジメントシステ

ムを構築しておられる仕入先様より優先的に資材を調達するグ

リーン調達仕入先の認定基準を次の通り定めました。

①ＩＳＯ14001認証取得済企業

②ＩＳＯ14001認証取得のための活動を既に開始し、２年以内に　

認証取得予定の企業

③環境省制定の環境活動評価プログラム（エコアクション21）　

参加届出企業

エスペックグループは、グリーン調達を実施するにあたり、仕入

先様の環境マネジメントシステム構築を支援しています。エスペ

ックグループが経験した環境マネジメントシステムの構築方法お

よびISO14001取得のノウハウを全面的に公開し、2002年度には

ISO14001認証取得の支援を3社に行いました。

また、ISO14001認証取得が難しい中小零細の仕入先様企業には、

簡易な方法で環境保全の取組みに着手することができる環境省

制定の環境活動評価プログラム（エコアクション21）参加届出の

支援を上半期と下半期の2回に分けて63社に行いました。

その結果、2002年度中に63社すべてが環境行動計画書を作成し、

環境活動評価プログラム（エコアクション21）参加届出を完了す

ることができました。

＜環境活動評価プログラム（エコアクション21）参加届出支援＞

現在、エスペックグループでは、主要仕入先100社がグリーン調達

仕入先の認定基準を満たしております。

エコアクション21参加企業

●有限会社アリタ

●株式会社アルファ

●アバンテ都島株式会社　福知山事業所

●岩井設備工業株式会社

●市川鉄工株式会社

●イシコテック株式会社

●エアマティック株式会社

●株式会社エフエムジー

●オオヨド急運株式会社

●株式会社奥野技術研究所

●大原金属工業株式会社

●株式会社佳陽商会

●株式会社キシノ科学機械

●弘栄興産株式会社　尼崎工場

●有限会社互幸金属製作所

●株式会社サクラテック

●サンライズ工業株式会社

●株式会社三光精密

●昌立工業株式会社

●新熱電塗装工業株式会社　市島工場

●ジャトー株式会社　産業システム事業部

●有限会社須川製作所

●株式会社セイコー製作所 本社・平野工場

●株式会社整伸

●株式会社創水

●相互電機株式会社

●多摩サービス株式会社

●株式会社第一電熱

●大和産業株式会社

●千代田電機工業株式会社

●東洋テクノ株式会社

●東西工業株式会社

●株式会社中島電機製作所

●日本特殊化学工業株式会社

●野田運送株式会社

●株式会社八光電機製作所

●株式会社不二工業　玉川工場

●株式会社フォーミット

●株式会社三起鉄工所

●ムンタース株式会社

●山久特殊硝子工業株式会社

　営業部　大阪営業所

●有限会社吉見制御

●株式会社和光製作所
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3.営業活動での取り組み

製品を生産・販売するエスペックグループは、生産事業拠点での

環境マネジメント活動にとどまらず「営業」での環境マネジメン

ト活動を行っています。

東京本部では、単に事務所内の環境マネジメント活動だけでなく、

セールスマンが製品を販売するという行為が与える環境影響を

評価。

●環境に関するお客様の声を積極的に聞き、製品・サービスに

活かす。（インプット）

●環境に良い製品・サービスをお客様に提供する。（アウトプット）

これが、営業活動での環境マネジメント活動である、と考えてい

ます。お客様からの環境に関する声の入手件数と、エスペックグ

ループの環境に配慮した製品の拡販に数値目標を設定し活動を

開始。２００１年２月、日本全国でも例が少ない営業拠点でのISO１４

００１の認証を受けることができました。

またこの営業マネジメント活動は、単に東京本部の活動だけでは

なく、主要営業拠点であるエスペック本社・さいたまオフィス・名

古屋営業所でも実施すると共に、全社環境管理委員会の下部組織

である「営業部会」が、全営業機能に展開・推進しています。

これらの活動により得られた、

●環境配慮製品の拡販によるお客様先での消費電力削減

●お客様から環境に対する声の積極的聴取と社内フィードバッ

クの結果は以下のとおりです。

お客様とのコミュニケーション結果による環境改善提案（件）

営業活動をおこなっている主な事業所

２０００年度

２００１年度

２００２年度
改善提案件数

情報収集件数
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東京本部 さいたまオフィス

エスペック本社事業所 名古屋事業所

集合研修

2.営業での取り組み 3.仕入れ先への取り組み
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お客様先での電力削減

削減電力量累積

●ビルドインコアモデル

●小型冷熱台数 累積

●小型環境試験器台数 累積

●複合環境試験装置台数 累積

●ビルドインVM台数 累積

●ビルドインＨ台数 累積

●冷熱台数累積

●プラチナスＫ台数 累積

※算出条件については

　４７ページを参照して

　ください。

小型環境・小型冷熱
　    発売

組立式恒温恒湿室
ビルドインコアモデル

プラチナスK
　発売

冷熱・ビルドインH
　   発売

ビルドインVM・複合
　    発売

支援・活動内容

1ヵ月目

2ヵ月目

3ヵ月目

4ヵ月目

1ヶ月目 集合研修（半日）…環境問題全般とエコアクション２１の説明

集合研修（半日）…グループ演習（工程フロー図の作成）

個別訪問指導（半日）…各社の工程を確認しての実地指導。

環境行動計画書の作成を指導し、全国環境保全連合会へ提出

グループ演習

●有限会社アペックス

●有限会社ウエニシ印刷

●株式会社エーデックス

●オークラ機販株式会社

●株式会社三共商事

●株式会社振研

●進興電気製造株式会社　岡山工場

●株式会社セイコー電機製作所

●清文社印刷株式会社

●タイセイ株式会社

●株式会社大栄製作所

●大日機工株式会社

●株式会社東平商会

●ニンバリ株式会社

●株式会社広田製作所

●株式会社フリーワーク

●ミッドシステム有限会社

●株式会社メイホウ

●株式会社リンクアップ

●株式会社ワコー

環境パフォーマンス

事業活動の環境パフォーマンス
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における
環境保全
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危険有害化学物質への取り組み
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

現在、エスペックグループでは、約３００種類の危険有害化学物質

を使用しています（当社基準に基づく選定）。これらの危険有害

化学物質について、

●購入時に、ＭＳＤＳ（材料安全データシート）が事前に用意さ

れていな場合は購入できない。また、使用する事業所の環境

管理責任者の承認を要する。

●使用、保管時の手順書の作成。および手順書に基づく教育の

実施。

●無害性物質、低害性物質への転換。

などを行っています。

法的使用禁止物質の使用・保有の禁止はもちろんですが、現在ま

でに、無害性・低害性物質の置き換えを３２品目実施しています。

また、ＰＲＴＲ法への対応として、全事業所の危険有害化学物質

の購入・使用・廃棄・移動量把握のための全社ネットワークを構築。

現在、運用を開始しています。

エスペックグループが扱う化学物質の移動量については、５４ページ「第1種指定

化学物質の名称ならびに排出量および移動量」をご覧ください。

立地における環境保全
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは、１９９６年以来、毎年、各事業所での土壌

汚染の分析を継続しています。もちろん、土壌汚染となる作業・

業務は行っていませんが、「土壌汚染をするような作業・業務を

実施していないことを、計測・分析して実証する」ことを継続して

います。計測結果は、法規制値を大きく下回っています。

流通への取り組み
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

「必要なものを、必要なときに、必要なだけ」。従来の物流システ

ムの基本でした。しかし、このために、毎日少量の資材が入荷し、

トラック便の入場回数も増えていました。

エスペックグループでは、あえて資材・部品の在庫量を見直し、ト

ラック輸送回数、梱包材料の削減を行っています。

効率的なトラック便の
コントロール

お
客
様

お
客
様

物流拠点

関東
物流拠点

仕
入
先
様

関西
資材拠点

関西
物流拠点

神戸テクノコンプレックス
生産拠点

（福知山・宇都宮・大東）

部品在庫 keep

■徹底した通函化

事業所の排出物の大半を占めるのは、仕入先様からの資材・部品

納入に伴う梱包材や緩衝材。分別やリサイクル処理のために多く

の時間と費用を費やしているばかりでなく、資材の価格にも含ま

れています。エスペックグループでは、梱包材・緩衝材に関し通函

化することを契約条件にしています。

またエスペックグループから仕入先様に通函を提供し、納品して

もらうシステムも構築しています。これにより、梱包材・緩衝材の

総量は、１９９５年当時の量に比べ、２００２年度は５９％削減（重量比）

することができました。

また緩衝材などは、いったん社

内で保管し、社内物流に再利用

したり、仕入先様に無償で持ち

帰ってもらうことで、事業所か

ら出る廃プラスチック類の量を

２００２年度比４９％削減すること

ができました。

■製品・部品の集中配送システムによるトラック便削減

エスペックグループは、主に京阪神に主力工場を持ち、資材調達

の多くを京阪神の仕入先様にお願いしています。従来は、仕入先

様からの納品に際し、個々にトラックを手配・または自社トラックに

より納品していただいていました。そこで、エスペックグループで

は、大阪にエスペックグループへの集中配送場所を設置。仕入先

様はそこに納品し、エスペックグループへの納品は、トラック１台

により、各事業所に一括して輸送されます。これにより、トラック便

を大幅に削減することができ、ＣＯ２の削減、ＮＯx，ＳＯxの削減、交

通公害の削減に寄与しています（１９９９年度４,５００便/年→２００１

年度１,２２１便/年→２００２年度１,２００便/年）。

また２００１年３月より稼働を開始した「神戸テクノコンプレックス」

では、サプライチェーンマネジメント（ＳＣＭ）の導入により、大幅

な物流・在庫コストの低減を図ることができました。

また当事業所を拠点とするトラック物流および当事業所がコント

ロールするトラック輸送について見直し、1ｔあたりのトラック運行

台数を０.２４８から０.２４５に、１％の削減を行うことができました。

事務用紙削減
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

事務・設計に必要な各種事務用紙。大切な森林資源を費やして

いるとともに、生態系の変化、種の絶滅をもたらしています。エ

スペックでは、事務用紙の削減に努めています。

● 指定用紙の古紙配合率の見直し

● 使用済みのコピー用紙の裏面再利用

● 縮小・両面コピーによる配布枚数の削減

● 配布先の見直し、回覧化、電子メール化

● 電子媒体による保管・閲覧など

グリーン購入推進
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは、事務用品、ＯＡ機器、衛生用品などにつ

いてもグリーン購入を推進しています。現在の選定基準は、環境

保全に関するエコマークのあるものと、まだまだ弱いものですが、

今後は、エスペックグループ内での銘柄指定・一括購入をめざし

ます。ＯＡ機器では、パソコンのディスプレイに注目し、一般事務

用のパソコンディスプレイは消費電力の少ない液晶ディスプレイ

を選定しています。２００２年度は、グリーン商品（当社基準）の購

入額は、１６３万円でした。

省エネの推進
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

事務所はもちろん、事業所全体での昼休み・定時後消灯はすでに

定着しています。エスペックグループでは、それ以外に

● 定時後のパソコンやコピー機の電源OFF

● 白熱灯から蛍光灯への変更工事

● 自然光を活かしたレイアウトへの変更

● 冷暖房の適正温度設定と管理

などを行っています。また、環境改善提案制度（１９ページ参照）に

よって出されたこまかな提案も、実施に移しています。

クルマに対する環境保全
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

営業車、サービスカーなど、エスペックでは約２１４台のクルマを保

有しています。アイドリングストップ運動を実施するとともに、経

済性優先で選定していたディーゼル車から、排気ガスが比較的き

れいなガソリン車への置き換えを進めると共に、小型排気量車へ

の置き換えも進めています。

２００２年度のグループ内所有車の燃料使用量は４３７k 

（ガソリン：３４４ｋ　、軽油９３ｋ　）でした。走行距離は４５１万ｋｍでし

た。

グループ内物流専用車

神戸テクノコンプレックス
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小排気量車

ハイブリッドカー

4.生産・物流での取り組み 5.オフイスにおける環境保全
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1.開発設計段階での取り組み

環境配慮開発設計ガイドライン
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは、製品に対する環境への配慮を一層推

進するため、

１９９９年春、社内規定「環境配慮開発設計ガイドライン」を制定、

同時に運用を開始。

当ガイドラインは、エスペックグループの開発設計部門が製品開

発・設計時に適用する規定で、

● 製品ごとの環境目標値

● 資源投入～加工～使用～廃棄の全ライフサイクルの環境アセ

　スメントの実施指示

● 「環境デザインレビュー」の実施指示

● 環境面の技術評価の実施と、環境の評価を含む品質評価の実施

● 経営層による環境面審査、量産・出荷可否判断

● 使用推奨素材の指定、使用禁止物質の指定

● 環境配慮表現指標の定義、用語の定義

などで構成されています。

２００１年度は、開発設計担当者に再周知および啓発のため、「環

境配慮開発設計ガイドライン説明会」を主要事業所で開催。過去、

教育を受けた開発設計担当者も、再度、受講し、周知を図りました。
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3.営業活動での取り組み

製品構造概略
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループの主力製品「環境試験装置」は、下図のよう

な構造、構成になっており、大きさは机の上に載るサイズから旅

館の大広間ほどもある大型製品まで幅広く取り揃えています。お

客様の多種多様なニーズにお応えし、短期間でお納めしています。

エスペック製品の環境問題
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

環境試験装置は、金属の内外槽、ウレタン断熱材、電気・機械部品

などで構成されています。気象環境を再現するのに、HFCフロンを

用いた冷凍回路と電気ヒータによるバランスで温湿度を制御し

ています。

この環境試験装置が地球に与える影響は、

● フロン放出による地球温暖化とオゾン層破壊

● 多大な消費電力による地球温暖化　

● 製品廃棄時の廃棄物処理場圧迫

などが挙げられ、改善点を多く抱えています。

観測窓

計装

給水タンク

試験槽

供試品

槽　内 空調室

加湿器

冷却器
（兼除湿器）

加熱器

送風機

温湿度センサ

温湿度調節器

計　装

アキュムレータ

電子膨張弁

圧縮機（モータ） インバータ

凝縮器

=風の流れ

=制御信号

=冷　媒

製品の環境上の問題点

dust
dust

dust

dust

設定温度

dust

war
m

冷却能力 加熱能力

1.電力を多く消費する 2.冷媒にフロンを使用 3.解体しにくい
　断熱発泡と構造物との分離
　のむずかしさ

地球温暖化 地球温暖化

オゾン層破壊

廃棄物処分場問題

第２期エスペックグループ全社環境目標－製品に対する目標

この自らに課した目標を達成するため、製品の改善・改良を実施す

るだけにとどまらず、基礎研究・要素開発も行っています。

主要業務フェーズ 主担当部門ほか

商品提案

テーマ選定・開発チーム設置

開発企画書（案）作成

環境に対する要望を記載

営業部門と開発部門で協議決定

環境に対する要望を数値化

技術試作設計

従来製品の環境アセスメント

技術試作、技術試験1

環境デザインレビュー

開発企画会議

製品試作設計

開発製品の環境アセスメント

製品試作・技術試験2

品質評価1

商品企画書作成

商品審査会

量産設計

量産試作

品質評価2

生産準備

本格生産

初期管理

開発部門

開発部門（当社独自のLCA手法）

開発部門

開発部門

社長を委員長とする会議体

開発部門

開発部門（当社独自のLCA手法）

開発部門

品質保証部門（環境面の評価を含む）

開発製品の環境数値を記載

社長を委員長とする会議体

生産設計部門

生産技術部門・生産部門

品質保証部（環境面の評価を含む）

生産部門（環境配慮工程設計）

生産部門（工程の環境影響評価）

品質保証部・初期管理チーム

製品の省エネルギー
（電力）

－

１９９６年

２００３年までの開発製品において機種平均３０％減

２００３年までに熱処理器に３０％以上の省エネ技術の開発、
製品の展開

２００３年までにオゾン層破壊、地球温暖化につながらない
環境試験機用冷却回路の研究・開発着手�

２００３年までの開発製品において、製品重量を従来品比
５％削減

脱フロン

リサイクル

１９９６年

エスペックグループは製品の環境改善に目標を持っています。

環境パフォーマンス

製品・サービスの環境パフォーマンス

製品・サービスの環境パフォーマンス
製品リサイクル
への取り組み

サービスでの
取り組み

製品での
取り組み

開発設計段階
取り組みでの



エスペック製品のしくみと省エネへの挑戦

なぜ冷えるの？
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

夏、庭に水をまくと、涼しくなります。これは、まいた水が蒸発す

るときに奪われる気化熱によるものです。この原理を応用し、環

境試験装置は槽内温度を下げています。具体的には、冷凍機（圧

縮機）により圧縮された液冷媒を膨張させることにより、その気

化熱を利用しています。太い管で送られてきた液冷媒は、キャピ

ラリーチューブという細い管を通り、また太い管に放出されます。

この際、急激に圧力が減るため、気化します。このときの気化熱

を「クーラー」と呼ばれる熱交換器により槽内の空気を冷却しま

す。製品の最低温度は、ガスの種類、キャピラリーチューブの長さ、

太さなどの組み合わせによって決まります。

なぜ熱くなるの？
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

槽内のクーラーの近くには、電気ヒータが設置されています。こ

のヒータで、冷却された空気を再度、暖め、ねらいの温度をつくり

だします。したがって、

-40℃まで下がる製品で+20℃の環境を作り出そうとした場合、-

40℃まで下げようとする力（冷凍能力）に打ち勝つ、60℃分の加

熱を行い、バランスさせます。このような制御は、平衡調温方式（BTC)

（下図）とよばれ、±0.3℃をも実現する精密な温度制御が可能な

反面、冷却しながら加熱するというムダが発生していました。

省エネのための工夫

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

【冷凍能力を制御する】

前述の方式のような、固定された能力の冷凍回路では、加熱のた

めの電気のムダが発生していますので、できるだけ少ない冷凍能

力で制御したい温度が再現できる技術を過去より開発してきてい

ます。

1.複数の冷凍回路

大きな冷凍能力をもつ回路と、小さな冷凍能力をもつ回路を搭載

し、ねらいの温度にあった冷凍回路を、設定温度に応じて使用者

が選択する方法です。１９７２年発売のプラチナスAシリーズで商品

化されています。

2.冷凍能力の選択

前述のキャピラリーチューブがひとつでは、一定の能力しか発生

できません。そこで、冷凍回路を途中で分岐させ、使用するキャピ

ラリーチューブを選択して蒸発する温度を2種類得ようとするも

のです。１９８２年発売のプラチナスGシリーズで商品化され、操作

パネルにはFULL/HALFのスイッチが搭載されました。

3.冷凍能力の連続可変（１）

上記1および2の方式は、基本的には、人にたよった制御であり、温

度を徐々に変化させていく場合や、長期間にわたって種々の温度

を再現する場合には、結局、最強の冷凍能力を選択しておく必要

がありました。そこで考えられたのが、キャピラリーチューブの口

径を自在に制御できないか、ということです。ここで採用された

のが「電子膨張弁」です。水道の蛇口の頭にモータを取り付け、水

の出る量を遠隔操作するような原理です。これによりきめ細かな

冷凍能力の制御が可能となり、ひいては加熱電力の削減を可能に

しました。１９８９年発売のプラチナスFシリーズにより商品化され

ました。

4.冷凍能力の連続可変（2）

1.の方式では2つの能力を選択・使用しています。が、本当は、大

きな冷凍機から、ごくごく小さな冷凍機までを何種類もの冷凍回

路を搭載したいのですが、コスト上、スペース上、実現できませ

んでした。

次に考えたのが、冷凍機は電源周波数（50Hz/60Hz）に応じた一

定の回転数で回っていますので、この回転数を変えることにより、

ガスの流量をかえ、みかけ上、大きな冷凍機から小さな冷凍機を

再現しようとするものです。これを実現するため、インバータ回

路を搭載、冷凍機への電源の周波数を変化させています。１９９７

年発売のプラチナスKシリーズから、電子膨張弁とインバータに

より加熱に要する電力を大幅に削減すると共に、ムダな冷凍機の

電力をも削減することができました。

【加熱回路を制御する】

冷凍回路同様、加熱回路にも種々、省エネのための研究を行って

いますが現状、加熱回路単独においては、大幅な省エネ技術は実

現できていません。

【熱交換をよくする】

槽内の空気は、クーラ及びヒータ付近を通ることにより、冷やされ、

また暖められます。この際、いかに効率よくクーラまたはヒータ

の熱を空気に伝えるかが問題となります。エスペックでは、この

熱交換をより効率的に行うため、

● ヒータ形状、材質、面積の適正化

● 風（空気）の流れ方の適正化

● 風量の適正化（送風ファンの回転数制御など）

を、行っています。

また熱処理器（オーブン）では、単に高温の温度に試料をさらし、

試験する以外に、たとえば化成品について、高温雰囲気におき、化

成品内にある不純物などを気化させ、排出するという目的にも使

用されます。この使用方法では、外気を導入しながら、槽内の空気

を排出する（換気）という構造が必要になります。エスペックの熱

処理器には、この換気装置を設けたものがあり、冷えた空気をそ

のまま槽内に入れるのではなく、排気する熱を利用して、導入す

る空気を可能な限り暖めようとする工夫を講じています。これに

より冷たい空気を直接導入した際よりも、加熱電力を削減するこ

とが可能となっています。

【熱を逃がさない】

たくさんの電力を使用して再現した温度を逃がさないようにする

ために、断熱技術が使われます。

エスペックの製品群は、-１００℃から７００℃までを再現可能ですが、

低温に効果の高い断熱材、高温に効果の高い断熱材などがあり、

また単純に断熱厚みを増やすのではなく、省スペースの観点より

適正な断熱材、厚みが選択されています。

通常、低温領域を持つ製品では、ウレタン発泡による断熱材を、高

温領域の製品にはグラスウールが断熱材として採用されています。

ウレタン発泡材と槽を構成する板金の間に層（すきま）があると、

そこに結露を生じ、その水により、ウレタン発泡材が膨張し、製品

が変形するとともに、断熱効果が著しく低下します。

このため、ウレタン発泡材と板金は接着剤により密着させています。

これが製品廃棄時には、ウレタン材と金属が分別できない問題と

なっています。

断熱効果をあげると逃げる熱が少なくなり、省エネに貢献しますが、

断熱がよくなりすぎると、違う温度に変化をさせたい時に熱が逃

げず、ねらいの温度になるまでに多くの時間を要するという問題

点も生じます。このため、適切な断熱厚みを選択しています。
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製品・サービスの環境パフォーマンス
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2.生産・物流での取り組み

フロンへの取り組み
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループでは、１９９５年のＣＦＣフロン全廃規制に先駆け、

１９９４年にＣＦＣフロンを製品・工場から排除。次にオゾン層破壊係

数「０」のＨＦＣフロンへの転換を進めました。性能、信頼性等に関

する問題を解決しながら、２０００年秋、当社製品の冷凍回路のＨＦＣ

転換をすでに完了させています。

鉛フリーはんだへの取り組み
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

土壌汚染、人体への影響が問題視されている、鉛を含有するはん

だ。

エスペックグループでは１９９８年より社内に「鉛フリーはんだ推進

委員会」を設置し、鉛フリーはんだへの取り組みを行っています。

２００２年３月、エスペックは、自社製プリント基板の鉛フリーはんだ

化を開始。当社製品に組み込みを開始しました。２００２年度は５４

％の製品への組込を達成。２００４年度には８０％の組込を目標とし、

取り組みを続けています。
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素材マーキング例

リサイクルへの取り組み
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

金属でできた外槽と内槽との間にウレタン断熱材を施した当社

の製品。現状、解体が困難であり、廃棄物処分場に負担をかけて

います。エスペックグループでは開発段階から製品のリサイクル

を考え、

● 解体しやすい構造

● 一般工具で解体できる構造　

● 解体手順書の発行、公開

● 樹脂部分への材質マーキング

などを新規開発品・モデルチェンジ品に適用、２００１年度は使用禁

止物質/使用推奨物質の見直しを５品目行うとともに、解体手順

書の製品張り付けを開始しました。

梱包材への取り組み
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループは梱包材についても考えています。容器包

装リサイクル法の施行に伴い、ますます厳しくなる梱包材料への

配慮。これに対し、エスペックグループは前倒しで取り組んでい

ます。たとえば製品をカバーする樹脂製袋は、厚みを極限にまで

薄くしました。梱包材料についても、また、重量物である当社製

品は従来、木枠梱包を余

儀無くされていましたが、

● 重量物用ダンボール

梱包の開発（特許２件公

開中）

● 輸送業者との連携によ

る裸（梱包なし）輸送

を実施しています。

これらの取り組みにより、

森林資源の保護、緑の保護、

有害物質の排除に努めて

います。

また、１９９７年発売のプラチナスＫシリーズでは、消費電力を最大

６７％、機種平均３２％の削減を達成しました。

この成果は、社団法人日本機械工業連合会「第１９回平成１０年度

優秀省エネルギー機器表彰」受賞という評価をいただいています。

段ボール梱包例
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１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年

65%

85%

40%

20% 35%

10%

議定書ウィーン改訂 １９９５年 

ESPEC削減計画　 １９９７年

全社
対応完了

当初計画目標

拡大図

プラチナス温度調節器基板

2.製品での取り組み

消費電力の削減
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループは、積極的にエコプロダクツに取り組んでい

ます。中でも、製品の消費電力を削減し、環境への影響を少なく

することは、もっとも重要なテーマだと、とらえています。

２００２年開発の液槽冷熱衝撃装置 TSBでは、最大５２％の消費電

力を削減することができました。（当社従来製品比）

小型環境試験器シリーズ 恒温恒湿器プラチナスＫシリーズ

従来比（機種平均）

32％
省エネ

従来比（機種平均）

32％
省エネ

●+８５℃/８５％ｒｈの条件

従来装置

本 装 置

１００ ２００ ３００ ４００ ５００ ６００ ７００ ８００Ｗｈ

６９２Ｗｈ

３７２Ｗｈ

●+２０℃の条件

従来装置

本 装 置

６９０Ｗｈ

ＳＨ-241の場合 ＰＬ-2Ｋの場合

３３１Ｗｈ

組立式恒温恒湿室ビルドインチャンバー

従来比（機種平均）

42％
省エネ

●+８５℃/８５％ｒｈの条件

従来装置

本 装 置

５ １０ １５ ２０ｋＷｈ

１６.９ｋＷｈ

５.６ｋＷｈ

●-１０℃の条件

従来装置

本 装 置

１１.５ｋＷｈ

6型ＡＣＵ30の場合

４.４ｋＷｈ

●+８５℃/８５％ｒｈの条件

従来装置

本 装 置

１ ２ ３ｋＷｈ

２.５ｋＷｈ

1.６９ｋＷｈ

●+２０℃の条件

従来装置

本 装 置

２.２ｋＷｈ

１.４２ｋＷｈ

冷熱衝撃装置　ＴＳＡシリーズ

従来比（機種平均）

31％
省エネ

●+１２０℃
６０分

-４０℃
６０分

常温

５分

従来装置

本 装 置

５ １０ １５ ２０ｋＷｈ

１９.５ｋＷｈ

１２.２ｋＷｈ

TSA-101Sの場合

の条件

※上記の各数値は単位時間あたりの比較で、あくまでも参考値です。
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社会でのフロン回収
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループのサービス会社であるエスペックエンジニア

リング株式会社は、冷媒フロンの回収を行っています。従来、エ

スペック製品をお使いいただき、修理・廃棄される場合、フロンは

大気に放出するしかありませんでしたが、エスペックエンジニア

リング株式会社では、業界に先駆け、１９９５年、修理・廃棄時のフ

ロン回収を開始しました。回収した冷媒フロンは、冷媒メーカー

に返送、冷媒メーカーは高温プラズマ破壊等の処理を行い、無害

化します。ご希望のお客様には破壊証明書を発行しています。

その回収量はお客様のご理解も得られ、８,１２４kgにも及びます。

（２００３年３月現在累積値）

また各生産工場においても、冷凍回路の再調整を要する製品に

対し、冷媒フロンの回収を実施。２００２年度は、４７７ｋｇを回収しま

した。

超低温領域である-７０℃や-１００℃を再現するには、低沸点冷媒

フロンが使用されています。この低沸点冷媒フロンは、いままで

回収作業に必要な超低温雰囲気を作りだすことができず、大気

放出を余儀なくされていました。

エスペックはこの大きな問題点を解決すべく研究を重ね、２００２

年３月「低沸点冷媒回収装置」を開発。２００２年度より各サービス

拠点に配置し、低沸点冷媒の回収を行って、２００２年度は８３kgを

回収しました。

お客様からの不要物回収
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックエンジニアリング株式会社では、お客様先で行った保

守・修理業務時に発生する不要物を全て持ち帰り、自社内で分別・

適正処理するシステムを運用しています。これにより、お客様先

で分別・リサイクルするしくみがなかったり、少量のため廃棄せざ

るを得なかった不要物についても、リサイクルの途を開きました。

その回収量は、１８５.２ｔになります。（２００３年３月現在累積値）

エスペックリサイクルシステム
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループは、寿命をまっとうした製品についても考え

ます。当社の製品は１０年以上ご使用いただける製品です。しか

し１０年前の製品には「リサイクル」の考えは入っていませんし、

構造上、解体・分別しにくい製品でもあります。エスペックグルー

プでは、従来、お客様先での廃棄にたよっていた「寿命をまっとう

した製品」についてもメスをいれました。それが「エスペックリ

サイクルシステム」です。

お客様先で寿命をまっとうした製品から、フロンなどを抜き取っ

た後、エスペックグループが評価・選定した専門業者を紹介する

ことによって製品を引き取り、再資源化・再エネルギー化してい

ます。

２００２年度は、２２０台、６３ｔの製品を引き取り、６１ｔを再資源化ルー

トに載せるとともに、３６６ｋｇの冷媒フロンを回収することができ

ました。

これにより、お客様はもちろんエスペックグループでも、コスト上

難しかった「リサイクル」を進めることができました。

現在、製品１台あたりのリサイクル率は９７％（重量比：機械選別）。

今後もリサイクル率の向上と、再利用への道を開拓していきます。
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3.営業活動での取り組み3.サービスでの取り組み 4.製品リサイクルへの取り組み

フロン回収風景低沸点冷媒回収装置（プロトタイプ）

リサイクル
業者

dust

廃棄製品

資

材・部品の納入

エスペック

資材納入
業者

破壊

97％

お客様

フロン
回収

3％

製
　
品

[収集運搬業者]

[冷媒処理業者]

[中間処理業者]

[排出事業者]

再
資
源
・
再
エ
ネ
ル
ギ

ー

97％

金
属
系

樹脂系

ステンレス

アルミニウム

可燃物

製　品
[低温恒温恒湿器の例]

リサイクル率

約

ヒータ

その他

複合部品

冷凍機

モータ

ファン

被覆線

プリント
基板

ガラス

埋立
処分

貴金属
を回収

貴金属
を回収

サーマル
リサイクル

サーマル
リサイクル

サーマル
リサイクル

精錬
再生

精錬
再生

精錬
再生

精錬
再生

精錬
再生

鉄

銅

真鍮
粉砕
再資源化

粉砕
再資源化

粉砕
再資源化

粉砕
再資源化

粉砕
再資源化

混合
プラスチック

ABS樹脂

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600�

1800�

2000�

2200

2400

2600

00

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

単
年
度
フ
ロ
ン
回
収
量
（
ｋ
ｇ
）

累
積
フ
ロ
ン
回
収
量
（
ｋ
ｇ
）

1997年度1996年度 1998年度 1999年度 2000年度

1170

155

1651

1202 1145

単年度回収量（ｋｇ） 累積回収量（ｋｇ）

2001年度 2002年度

1338
1463

2976

4178

5323

6661

1325

155

8124

フロン回収量

9.0
7.2 5.9

10.1

60

93

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

0

回
収
量
（
t
）

１９９７年度１９９８年度１９９９年度 ２０００年度 ２００1年度 ２００２年度

単年度回収量（t） 累積回収量（t）

９.０
１６.２

２２.１
３２.２

９２.２

１８５.２

不要物回収量

環境パフォーマンス

製品・サービスの環境パフォーマンス

製品・サービスの環境パフォーマンス
製品リサイクル
への取り組み

サービスでの
取り組み

製品での
取り組み

開発設計段階
取り組みでの



エスペック地球環境研究・技術基金
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペック株式会社は１９９７年に創業５０周年を迎えることができ

ました。これを機に自らの社会的責任を全うする事業として、公

益信託「エスペック地球環境研究・技術基金」を設置。

３，０００万円の予算を計上、１９９８年より継続して地球環境保全に

関する調査研究や技術開発などに対して資金的援助を行ってい

ます。２００２年度は6団体を援助、いままでに２１団体の援助を行

いました。今後も基金運営を継続し社会に貢献します。

新エネルギー・太陽光発電の研究
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

宇都宮テクノコンプレックスには１９９５年、ＮＥＤＯ（新エネルギー・

産業技術総合開発機構）から太陽光発電フィールドテスト事業の

共同研究者として事業の委託をうけ太陽光発電施設を設置しま

した。５年間の共同研究は完了しましたが、太陽光発電の長期信

頼性を研究するため引き続き、基礎データの採取を実施してい

ます。

また、この施設は工場への来客者・地域住民・近隣小中学校の見

学などに、広く公開しています。環境の大切さを知っていただく

ひとつの機会として役立っています。

フューチャーラボ（展示館）の運営
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

太陽光発電施設の隣には、ＵＦＯのような形をした「フューチャー

ラボ」を設置。環境の大切さを訴えるビデオの放映、パネル展示、

環境関連文献、環境関連グッズの展示を行っています。実際に触

っていただき・体験していただけます。この施設の運営は地元新

聞をはじめ各種マスメディアに多く取り上げられています。

ソーラーカーレースへの参戦
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

クリーンエネルギーの太陽光発電。エスペックグル－プではソー

ラーカーレースを通じて、太陽光発電に関する基礎研究と社会

への啓発を行います。

エスペックグル－プは、１９９７年以来、ワールドソーラーカーレー

スへの参戦を援助。１９９９年夏にはエスペックが技術・資金援助

を行う、高校が、フレッシュ部門優勝および技術賞を受賞。おおき

な喜びとなりました。２０００年度からは、エスペックグループとし

て参戦。２００２年度はクラス２位に入賞することができました。

この研究による早期の実用化の実現と、支援活動により、２１世紀

を担う若者たちが、環境への大切さ、環境との共存を少しでも体

験してもらい、未来に活かしてもらえればと思います。

地域の二酸化窒素測定
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループの主力工場である福知山工場にある京都環

境計量センターでは、京都府福知山市が行う、「市民による二酸化

窒素濃度測定」に無償協賛、市民がサンプリングした試料２００本

を分析、値付けしています。

この活動は１９９９年に始まり、２００２年までに計５回、毎年６月に実

施しています。市民の方々へ、大気の汚染状況、環境保全に対す

る意識付けに貢献しています。

天津公民館イベントへの協賛
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２００２年７月２７日、福知山工場近くにある天津公民館で近隣の牧

川の水質調査が行われました。子供たちの夏休みの自由研究とし

て、父兄も参加するイベントとなり、当社に協賛の依頼をいただき

ました。

エスペックからは指導員として３名が参加し、水質測定用のキット

を無償提供しました。夏休みということもあり、父兄を含め約５０

人が参加し、簡易キットによるＣＯＤ測定や、水棲生物の調査など、

川の上流から下流にわたり水質を測定しました。

ヒラタカゲロウ、コオニヤンマ、スジエビ、タイコウチなど、たくさ

んの水棲生物がみつかり、子供たちも楽しく自然を観察し、絶好

の夏休みの自由研究になったことと思います。

また、父兄をふくめ子供たちの環境への関心を高めることにつな

がったと思います。
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3.営業活動での取り組み

社会貢献

3.サービスでの取り組み
社会に貢献できること。エスペックグループは考えています。「環境」の重要さ・大切さを知っていただく。

環境保全・改善を支援させていただく。大きなことはできませんが、継続していきます。

それが、企業としての存在意義と考えます。

授与式風景

システム概要

■システム概要図

■システム概要

　1.システム容量　　　40kW

　2.連系方式　　　　　高圧系統連系（逆潮流あり）

　3.太陽電池種別　　　単結晶太陽電池

　4.太陽電池変換効率　13.7％

　5.太陽電池最大出力　41,184Ｗｐ

　6.アレイ構成　　　　20直列18並列×2系統

　7.モジュール数　　　720枚

　8.面積　　　　　　　300.312（ｍ2）

直
流

直
流

交
流

受電点余剰電力

太陽光発電からの力

交
流
交
流太陽電池

アレイ
太陽電池
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系統連系盤

系統連系
保護装置

負荷

6600Ｖ

受変電
設備

|
|

|

|

|

| |

|

|

|

|
|

|

太陽光発電施設

フューチャーラボ（展示館）

エスペック地球環境研究・技術基金　過去の助成対象テーマ一覧

2002年
（第5回）

2001年
（第4回）

1998年
（第1回）

1999年
（第2回）

2000年
（第3回）

永瀬裕康

橋本伸哉

福田和代

勝山正則

河野小夜子

椎名達雄

根岸友惠

大阪大学大学院薬学研究科助手

静岡県立大学助教授

九州大学大学院総合理工学研究所博士後期課程

京都大学農学研究科・地域環境科学専攻・森林水文学研
究室・博士課程

北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科・博士後期課程

和歌山大学システム工学部・助手

岡山大学薬学部・助教授

伊藤よしの

今井剛

片岡洋行

福原輝幸

藤田藤樹夫

馬建鋒

森圭子

米田稔

関西学院大学大学院総合政策研究科・修士課程

山口大学工学部社会建設工学科・助教授

岡山大学薬学部・助教授

福井大学工学部建築建設工学科・教授

近畿大学農学部農芸化学科・教授

香川大学農学部・助教授

京都大学大学院農学研究科・博士課程1回生

京都大学大学院工学研究科環境地球工学専攻・助手

永野宏治

笹谷康之

島田浩章

50万円

50万円

15万円

50万円

50万円

100万円

50万円

60万円

70万円

50万円

70万円

50万円

80万円

50万円

70万円

80万円

80万円

90万円

室蘭工業大学工学部情報工学科・助手

立命館大学理工学部土木工学科・助教授

東京理科大学基礎工学部生物工学科・助教授

内分泌撹乱化学物質の生物処理システムの開発と廃棄物処分場浸出処理への対応

惣田訓 大阪大学大学院工学研究科助手 45万円大阪湾環境共生型海上都市構想－自然学習村の土地利用計画と海水浄化能力の評価－

芝田隼次 関西大学工学部化学工学科教授 50万円石炭灰を原料とするゼオライトを用いた閉鎖性水域の富栄養化抑制技術の開発

金本自由生 愛媛大学沿岸環境科学研究センター助手 40万円亜熱帯海草藻場の年変動に関する研究

大気中二酸化炭素減少のための植物プランクトン増殖手法のオゾン層破壊への影響予測

短周期日射変動に伴う地上風速の応答特性

森林流域のスケールの違いに着目した水質形成機構に関する研究

地域環境問題の総合モデルを用いた分析とシュミレーション技法の開発

低コヒ－レンス干渉計を応用した植物生態環境計測システムの開発

ショウジョウバエを用いた固体レベルでの環境汚染の生物影響評価

国際条約とこれに対応する国内法の制定（ラムサール条約をめぐる日本とデンマークの湿地
の事例研究を通して）

循環型社会実現のための有機性固形廃棄物の可溶化システムの開発

性的二色性メダカを用いる内分泌撹乱化学物質のバイオアッセイ法の開発と環境分析への応用

灌漑に伴う土壌塩類集積の解明

アポトーシス誘導を指標とした環境汚染化学物質の毒性評価法の確立に関する研究

里山環境における森林の水保全機能の解明に関する研究

衛星リモートセンシングを用いた地下水源管理システムの開発

京都大学大学院工学研究科環境地球工学専攻・助手

次世代エネルギー地熱エネルギー開発のための裂波3成分計測による地下き裂面の接触特性評価法

自然エネルギー・省エネルギーシステムの市民への普及に関する研究

多機能薬物物質代謝酵素の導入による環境浄化植物の創製

研究代表者 所属 研究テーマ 助成金額

0 0

4000

100

１９９６年度１９９７年度１９９８年度１９９９年度２０００年度２００1年度 ２００２年度

200

300

400

500
548

635 616
684

600

700

800

単
年
度
入
場
者
数

累
積
入
場
者
数

単年度入場者数 累積入場者数

3500

3000

2500

2000

1500

1000

500

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■

■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

558

67

■
■
■
■

■
■
■
■

■

■
■

■

198548

1183

1799

2483

3041
3239 3306



外部コミュニケーション件数
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エスペックグループとお客様、周辺住民の方々をはじめとする利

害関係者とのコミュニケーション件数は下図のとおりです。

フェスティバルの運営
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

■UTC環境フェスティバル

２００２年、宇都宮テクノコンプレックスでは、事業所独自の発案・計

画による「環境フェスティバル」を、７月と１２月に開催しました。「エ

スペックってなにをしている会社？」、「環境についてどのように

考えているの？」といった社会からの潜在的な疑問に答えるとと

もに、環境意識の啓発のため、近隣企業の方々、地域住民の方々、

社員の家族を対象に実施。

フューチャーラボ開放、ソーラーカーの試乗会、ゴミの分別ゲーム、

牛乳パックによる紙すき体験会などを行うなか、延べ２００名の参

加をいただきました。これにより、宇都宮テクノコンプレックスと

エスペックについて、多くの方々に理解していただけたものと考

えています。

■環境フェスティバル２１（大阪）

大阪府などが主催する環境フェスティバル２１が１１月９日、１０日に

万博記念公園にて開催されました。

当社も協賛出展し、エスペックの環境への取り組みをビデオや冊

子にて紹介しました。また、エスペックエンジニアリング（株）によ

るフロン回収事業で、新たに開始した低温冷媒回収に関係して自

社独自開発の「低沸点冷媒回収装置」の実機展示も行いました。

東京本部ご意見箱
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２００１年、東京本部では、地域住民の方々に、東京本部の環境へ

の取り組みを知っていただこうと、道路近傍に「環境掲示板」を

設置しました。

掲示板の内容は、環境方針、環境目的、現在までの実績グラフな

どです。

さらに地域住民の方々から東京本部に対するご意見を頂戴する

ため「ご意見箱」を設置しました。

残念ながら現在まで、地域住民の方々から声は頂戴できません

でしたが、今後も、積極的にコミュニケーションを図っていきます。

鉛フリーはんだセミナー
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

鉛を含有しないはんだを使用した場合の電子部品・装置の信頼

性低下。思いがけない故障の発生。エスペックグループは環境試

験器のトップメーカーとして、過去より蓄積してきた信頼性試験

技術の提供と、鉛フリーはんだの信頼性試験技術の開発を推進し、

社会での実用化に寄与しています。

エスペックグループでは１９９９年以降「鉛フリーはんだセミナー」

を無償で開催。大学教授、先進企業の方の講演およびエスペック

の研究成果などを発表し、多くの方に好評をいただいています。

本セミナーを２００２年度は３回実施し、１２５名の受講者を得られま

した。

エスペック環境管理セミナー
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

環境の重要さ、大切さを知っていただく。当社の環境管理活動を

見ていただき、役立てていただく。ISO１４００１の取得方法をご理

解いただき、援助させていただく。この考えのもと、エスペックグ

ループは、「エスペック環境管理セミナー」を開催。今までに約３５０

社を超えるお客様にお越しいただき、ご好評をいただいています。

これ以外に有償ではありますが、当社では、「マネジメントサービ

ス事業」ということで、環境マネジメントシステム（ISO１４００１）

構築の支援や指導を格安な料金で行っています。

お客様の対象や２００２年度実績は以下のようになっています。

広島での環境報告書セミナー
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

財団法人広島環境保険協会様が推進される「ひろしま地球環境フ

ォーラム」の主催する環境情報開示に関するセミナーにおいて、

当社の環境報告書について紹介する機会を得ました。

１１月１４日と１５日に、それぞれ福山市と広島市においてセミナー

が開催されました。

当社の環境報告書の概略内容と、報告書の作り方について、短時

間ではありますがご紹介することができ、県下の企業様の多くの

方にご聴講いただきました。
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コミュニケーション

3.サービスでの取り組み

環境掲示板

ご意見箱

フューチャーラボの一般開放

館内展示

鉛フリーはんだセミナー風景

セミナー風景

オリジナルテキストを使用しての座学

グループ演習
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●自発的 公開 その他
（環境マネジメントレポート、
  新聞、雑誌への掲載ほか）

●アンケート
（官公庁、第3者機関、業界等
  からの環境保全活動調査）

●EMS構築事例紹介
（当社環境保全活動事例の
  説明、書類送付）

●仕入先調査
（当社を仕入先とする企業から
  の環境活動調査、MSDS等の
  製品情報の問い合わせ）

小学生のための科学勉強会

ISO１４００１

審査登録支援サービス

上期（２００３年 ９月まで）：５

下期（２００３年１２月まで）：６
１２ １

 受託件

（社）数

２００３年度内審査登録予定件（社）数：

継続支援中企業

審査登録済

件（社）数

【問合せ先】　環境管理部　MS事業担当　前田　照隆

　　　　　　 TEL. 06-6358-4741



エコ京都21
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

京都府では、京都府内の環境配慮活動について率先して取組ん

でいる事業所などを「エコ京都２１（京都・環境を守り育てる事業

所）」として認定・登録する制度を創設。エスペック・福知山工場

は、２００２年５月、「循環型社会形成部門」に認定されました。

環境経営度調査
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

日本経済新聞社主催の「２００２年度環境経営度調査」では、エス

ペックは３２位に評価されました。

　２００１年度-１４位

　２０００年度-１５０位

　１９９９年度-７２位　

　１９９８年度-１５５位

環境報告書賞　優良賞受賞
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２００１年６月に発行いたしました、「エスペック環境マネジメントレ

ポート２００１」が、東洋経済新報社主催　第５回環境報告書賞　優

良賞を２００２年５月に受賞しました。選考理由は以下のとおりです。
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環境パフォーマンス

3.営業活動での取り組み

外部評価

3.サービスでの取り組み

講評より抜粋

～また環境試験装置などのエスペックはそれほど大企業ではなく環境報告書で

も後発ながら、ガイドラインとの詳細な対応や、全ての材料を含めたマテリアル

バランスの開示などが評価されて初受賞となった。～

アンケートご意見
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

前号である、「エスペック環境マネジメントレポート２００２」は

約１０,０００部発行しました。この環境マネジメントレポート２００２

の巻末にはアンケート用紙を添付。２００３年５月までに２２件のご

返送をいただきました。ありがとうございました。

その内容は、お褒めの言葉以外にも、ご意見、ご希望も頂戴する

ことができ、その内容と当「エスペック環境マネジメントレポ

ート２００３」での対応は以下のとおりとしました。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

ISO１４００１認証取得に関するセミナーなどの開催予定（岡崎市・S）

土壌汚染についての自己チェックは実施したのでしょうか。（小平市・H）

環境管理専任者は何名でされてますか。（京都市・K）

政策・施策・体系図があるもっと全体がわかるようになると思った。（武蔵野市）

製品の回収リサイクルに対しての目標がない点が残念。（京都市・S）

フロンの廃止、鉛フリー完全実施、第三者認証を頑張って欲しい。

社会貢献やコミュニケーションの多さに感心する。どうしたら社内の人に、その気にさせることができるのか。（千代田区・T）

環境改善案の中にはどのようなものがあるか。提案者に事務系の人もいるのか知りたい。（千代田区・T）

排出物削減へ今後どのように取り組んでいくのか、どういう対策があるのか詳しく聞きたい。（岡山市・T）

燃料電池や開発に力を入れていくというのは、実用化までにどのくらい期間が必要なのか。（岡山市・T）

環境会計の自己評価を今後掲載して欲しい。（大阪市・Y）

環境報告書作成における社内組織（人数・役割）、外部業者の作業範囲を知りたい。（大阪市・Y）

個別回答

具体例を回答するとともに、測定結果を掲載

個別回答

個別回答

個別回答

個別回答

個別回答するとともに、コミュニケーション件数を掲載

個別回答

具体事例を回答するとともに、その内容を掲載

個別回答

棟レポートに掲載

個別回答

データ・資料２００２年度エスペックグループ環境強化週間　
環境写真コンテスト

優秀賞作品「奥入瀬の渓流」　
エスペック株式会社　環境管理部　　

前田　照隆　

２００２年度エスペックグループ環境強化週間　
環境写真コンテスト

佳作作品「はじめての水」　
オオヨド急運株式会社　　石原　薫

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.

事業所別データ

算出根拠・計算式・条件

第１期環境管理中期計画（１９９６～２０００年）の目標と実績

環境会計

環境省-環境報告書ガイドライン（２０００年度版）への対応

エスペックグループの環境年表

第1種指定化学物質の名称ならびに排出量及び移動量

カタログ、ホームページ

44
47
48
49
50
52
54
55



※事業所管理者は今年度の担当者です。
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エスペック本社事業所

1.事 業 所 別デ ータ

〒５３０-８５５０　大阪府大阪市北区天神橋 ３-５-６

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

商業地域

1,668ｍ2

日勤（8:30－17:10）

1947年

06-6358-4741

06-6358-5500

289人

公共交通機関

環境試験器・環境試験装置・

電子デバイス装置の販売、開発・設計

ならびに資材・部品の購買業務

8,845（百万円）

自主基準値 測定値（旧館）

60 49.2

65 58.8

測定値（新館）

49.4

64

60 54.859.8

55 49.748.3

騒音測定(単位：dB)

項　目

朝

昼間

夕

夜間

ＩＳＯ１４００１登録番号 EC01J0297

ＩＳＯ１４００１取得時期 2002.02.20

教育時間（時間×人） 364hr

環境管理活動に要した時間 29,259hr

環境管理活動に要した費用 4,000(千円)

燃料使用量 8,766R

走行距離 119,106km

社有車保有台数 15台

ガス使用量 41,651ｍ3

事務用紙購入量 2,885,000枚

特別産業廃棄物量 －

廃棄物量 5.6t

排出物量 18.6t

電力使用量 89.3（万kＷh)

福知山工場 〒６２０-０８５３　京都府福知山市長田野町 １-７

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

工業専用地域

54,822ｍ2

日勤（8:30－17:10）

1974年

0773-27-3131

0723-27-1132

312人

自家用車

環境試験装置、半導体試験装置

14,663（百万円）

水質分析

項　目
法規制値
（協定値）

自主基準値 測定値

法規制値
（協定値）

70

55

測定値

55

55

水温 40℃以下 30℃以下 9.5

ｐＨ 5.7以上8.6以下 5.7以上8.6以下 8

COD(mg/R) 300 75 38

ＳＳ(mg/R) 300 80 27

n-ヘキサン

全クロム

5 4 ＜0.5

D-Fe(mg/R)

1 0.2 ＜0.2

D-Mn(mg/R)

5 1 ＜0.01

5 1 ＜0.01

騒音測定(単位：dB)

項　目

昼間

夜間

ＩＳＯ１４００１登録番号 EC99J2046

ＩＳＯ１４００１取得時期 1996.12.26

教育時間（時間×人） 345hr

環境管理活動に要した時間 1,459hr

環境管理活動に要した費用 629(千円)

燃料使用量 8,440R

走行距離 74,640km

社有車保有台数 5台

ガス使用量 115,814ｍ3

事務用紙購入量 1,725,500枚

特別産業廃棄物量 1.9t

廃棄物量 7.9t

排出物量 150t

電力使用量 381（万kＷh)

宇都宮テクノコンプレックス 〒３２１-３２３１　栃木県宇都宮市清原工業団地 ２３-１

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

工業地域

30,320ｍ2

日勤（8:30－17:10）

1991年

028-667-8730

028-667-8733

75人

自家用車

半導体試験装置、プリント基板

3,008（百万円）

水質分析

項　目 規制基準

ｐＨ 5.8-8.6ｓ

BＯＤ(mg/R) 20以下

COD(mg/R) 20以下

40以下

自主基準値

6.1-8.1

10.0以下

15.4以下

20以下

測定値

6.9

0.5

6.1

1.0ＳＳ(mg/R)

騒音測定(単位：dB)

項　目

昼間

夜間

法規制値
（協定値）

65dB以下

60dB以下

測定値

56

54

ＩＳＯ１４００１登録番号 EC96J1081

ＩＳＯ１４００１取得時期 1997.03.24

教育時間（時間×人） 143hr

環境管理活動に要した時間 895hr

環境管理活動に要した費用 1,847(千円)

燃料使用量 17,300R

走行距離 165,200km

社有車保有台数 10台

ガス使用量 －

事務用紙購入量 182,750枚

特別産業廃棄物量 0.2t

廃棄物量 7.9t

排出物量 19.3t

電力使用量 263（万kＷh)

神戸テクノコンプレックス 〒６５１-１５１４　兵庫県神戸市北区鹿の子台南町 ５-２-５
■事業所管理者　小山　哲明

※事業所管理者は今年度の担当者です。

■事業所管理者　河藤　一博

※事業所管理者は今年度の担当者です。

■事業所管理者　宮川　保弘

※事業所管理者は今年度の担当者です。

■事業所管理者　都田　史郎

※事業所管理者は今年度の担当者です。

■事業所管理者　足立　光一

※事業所管理者は今年度の担当者です。

■事業所管理者　酒寄　保

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

準工業地域

31,911ｍ2

日勤（8:30－17:10）

2001年

078-951-0960�

078-951-0967

45人

自家用車

製品・部品物流拠点および受託試験

356（百万円）

水質分析

項　目 自主基準値

水温 40℃以下

ｐＨ 5.7以上8.6以下

BOD(mg/R) 300

ＳＳ(mg/R) 300

n-ヘキサン 5

ヨウ素 220

測定値

22

7.7

6.1

5

＜0.5

1.3

ＩＳＯ１４００１登録番号 EC01J0273

ＩＳＯ１４００１取得時期 2002.01.30

教育時間（時間×人） 211hr

環境管理活動に要した時間 1,701hr

環境管理活動に要した費用 2,553(千円)

燃料使用量 1,596R

走行距離 15,380km

社有車保有台数 2台

ガス使用量 49,092ｍ3

事務用紙購入量 433,500枚

特別産業廃棄物量 －

廃棄物量 0.4t

排出物量 23.3t

電力使用量 149（万kＷh)

東京本部 〒１３６-００７４　東京都江東区東砂 ８-５-１

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

第３種区域　準工業地域

840ｍ2

日勤（9:00－17:10）

2000年

03-5633-7290

03-5633-7303

51人

公共交通機関

環境試験装置などの販売

2,754（百万円） ＩＳＯ１４００１登録番号 EC00J0257

ＩＳＯ１４００１取得時期 2001.02.28

教育時間（時間×人） 590hr

環境管理活動に要した時間 749hr

環境管理活動に要した費用 16(千円)

燃料使用量 4,900R

走行距離 54,272km

社有車保有台数 8台

ガス使用量 －

事務用紙購入量 301,500枚

特別産業廃棄物量 －

廃棄物量 －

排出物量 2.2t

電力使用量 14（万kＷh)

さいたまオフィス 〒３３０-０８５４　埼玉県さいたま市大宮区桜木町 ４-７８２-１   

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

準工業地域

638ｍ2

日勤（8:30－17:10）

2001年

048-643-1918

048-645-1597

8人

公共交通機関

環境試験装置、半導体試験装置などの販売及びメンテナンス

1.402（百万円）

自主基準値 測定値

55 54

60 52

騒音測定(単位：dB)

項　目

朝

昼間

55 55夜間

ＩＳＯ１４００１登録番号 －

ＩＳＯ１４００１取得時期 1997.03.24

教育時間（時間×人） 56hr

環境管理活動に要した時間 45,313hr

環境管理活動に要した費用 1,041(千円)

燃料使用量 21,452R

走行距離 239,860km

社有車保有台数 13台

ガス使用量 －

事務用紙購入量 121,500枚

特別産業廃棄物量 －

廃棄物量 2.6t

排出物量 7.9t

電力使用量 3.5（万kＷh)

Ａ

52.0

50.0

50.0

51.0

B

※63.0

※64.0

※63.0

※59.0

C

※65.0

※64.0

※62.0

※62.0

D

52.0

50.0

48.0

49.0

E

55.0

51.0

49.0

※53.0

法規制値

60

65

60

50

騒音測定(単位：dB)

測定地点

朝

昼間

夕

夜間

※のデータは暗騒音値（当事業所の特定施設を停止した状態
での測定値）。隣接する高速道路の影響が大きい。
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1.事業所別デ ータ 2.算出根拠・計算式・条件

値の名称 計算式・条件など

総物質投入量、鋼材投入量、部品投

入量、ＨＣＦＣフロン投入量、ＨＦＣフ

ロン投入量

購買部門の当該購入記録（数量）に対し単位重量を乗じ、総和を求めたもの。

梱包材、付属品などは含まず。

電気使用量 ・ＩＳＯ１４００１取得済事業所および２００２年度取得予定事業所の電力量の合計。

・電力会社への支払い伝票より算出。　・1（ｋＷｈ）=10,250（ｋＪ）で計算　

ガス使用量 ・ＩＳＯ１４００１取得済事業所および２００２年度取得予定事業所のガス量合計。

・ガス会社への支払い伝票より算出。

・原油換算：１０,０００（ｍ３）＝１０．２（ｋR）　　・発熱量（原油換算）：１（ｋR）＝３８，７５９，６９０（ｋＪ）

石油使用量 ・ＩＳＯ１４００１取得済事業所および２００２年度取得予定事業所の石油（灯油）量の合計。

・危険有害化学物質取扱記録および購入伝票より算出。

・原油換算＝灯油量×０．９６  　　・発熱量（原油換算）：１（ｋR）＝３８，７５９，６９０（ｋＪ）

・大気放出したフロンによるオゾン層破壊量を算出したもの。

・ＨＣＦＣフロン放出量にオゾン層破壊係数０.０５５ｔを乗じて求める。

 ※CFCフロンの放出はなし。ＨＦＣフロンのオゾン層破壊係数は０である。

太陽光発電量 太陽光発電施設の積算電力量計値より引用。  １（ｋＷｈ）＝１０，２５０（ｋＪ）で計算。

総エネルギー使用量 ・ＩＳＯ１４００１取得済事業所および２００２年度取得予定事業所のエネルギー使用総量。

・電気＋ガス＋石油（灯油）－太陽光発電量

温室効果ガス排出量 ・ＩＳＯ１４００１取得済事業所および２００２年度取得予定事業所が使用する

  電力、ガス、石油、太陽光発電量のＣＯ２換算値の合計。

・温室効果ガス排出量＝電力のＣＯ２換算値＋ガスのＣＯ２ 換算値＋石油（灯油）の換算値－太陽光発電量の

　ＣＯ２換算値

・電力のＣＯ２換算：１（ｋＷｈ）＝０．３８１（ｋｇ－ＣＯ２）

・ガスのＣＯ２換算：１（ｍ３）＝２１．１４（ｋｇ－ＣＯ２）

・石油のＣＯ２換算：１（R）＝２．５３（ｋｇ－ＣＯ２）

4ｔトラック実測燃費（１,１８８ｋｍ/２５０R=５.４ｋｍ/R）、10ｔトラック実測燃費（１,１８８ｋｍ/３５５R=３.３ｋｍ/R）を
用い、製品総輸送距離に乗じ、燃料総量を算出。この量をＣＯ２換算。

営業車・サービスカー燃料（ガソリン、軽油）の給油伝票より全社の給油量を算出。

この量をＣＯ２換算。軽油１（R）=２.６４（ｋｇ－ＣＯ２）、ガソリン１（R）=２.３６（ｋｇ－ＣＯ２）

部品・製品総輸送量 ・部品：所定拠点間距離×定期トラック便の運行回数×部品積載量（個数×単位重量）

・製品：製品の販売記録より算出。生産拠点から顧客先都道府県庁所在点までの距離をナビソフトウエアを

　用い、高速道路優先により算出。

廃棄物量、有用物量、有価物量、

資源リサイクル量、熱リサイクル量、

排出物量

自動車

（部品・製品配送、営業車、サービス

カー）のＣＯ２排出

排 出 物

廃 棄 物 （量）

有 用 物 （量）

資源リサイクル（量）

熱リサイクル（量）

有 価 物

事業所より排出される直接の用途を持たないもの。排出物＝廃棄物＋有用物＋有価物

事業所より出される廃棄物で、埋立または焼却処分されるもの。処分業者の処理方法の

確認およびマニフェスト伝票より算出。

事業所からの排出物のうち、再利用物、資源リサイクル物、熱リサイクル物などをいう。

排出物のうち、粉砕、化学処理などを施し再利用するもの（例：古紙→トイレットペーパー）

排出物を焼却し、その熱を利用するもの（例：ゴミ発電、地域の温水プール）

排出物のうち、処理費用、運搬費用を減じても有価として取り扱っていただけるもの

（例：鉄くず、アルミくず）

（エスペックリサイクルシステムの）

再資源化重量

解体・リサイクル業者の手により、手仕分け、粉砕処理、機械選別などを行い、有用物となった重量。

代表機種のリサイクル事例の平均値。

リサイクル率 リサイクル率＝有用物＋有価物／排出物　または、（排出物－廃棄物）／排出物

お客様先での電力削減 電力削減を行った製品が販売されてお客様がご使用になることにより、どれぐらい電力が削減されたか試算

したもの。

電力削減量＝代表機種の電力削減量（Ｗ）×販売台数×２４時間×３６５日×稼動率（６０％）

各製品の電力削減値は、販売年より１０年分を累積していく。

製品の省エネ 従来製品に対する新製品の消費電力量の差の比率。環境試験器の特性上、使用温湿度によって消費電力は

大きく異なるため、その製品のもっとも多い使用条件により算出。

外部コミュニケーション件数 エスペックグループおよび各事業所において、利害関係者に対してコミュニケーションをとった回数の総和。

複数の利害関係者に同時に同一目的でコミュニケーションをとった場合は１件とカウントしている。

オゾン層破壊物質排出量

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２２・２３

２６・３４

２５

３４

４０

ページ名古屋事業所 〒４６５-００９２　愛知県名古屋市名東区社台 ３-８１-２

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

第２種中高層住居専用地域

379ｍ2

日勤（8:30－17:10）

1988年

052-777-2551

052-777-2575

19人

自家用車

環境試験装置、半導体試験装置などの販売及び保守・メンテナンス

1,892（百万円） ＩＳＯ１４００１登録番号

ＩＳＯ１４００１取得時期 2002.07.24

EC02J0094

教育時間（時間×人） 185hr

環境管理活動に要した時間 3,067hr

環境管理活動に要した費用 1,463(千円)

燃料使用量 199,196R

走行距離 18,436km

社有車保有台数 13台

ガス使用量 13ｍ3

事務用紙購入量 100,100枚

特別産業廃棄物量 －

廃棄物量 1.1t

排出物量 12t

電力使用量 4.3（万kＷh)

〒５７２-００７２　大阪府寝屋川市太間東町 ２３-１２

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

準工業地域

490ｍ2

日勤（8:30－17:10）

1983年

072-834-1191

072-834-7755

49人

公共交通機関

環境試験装置、半導体試験装置等のメンテナンス（点検・保守）

577（百万円）

水質分析

項　目 自主基準値

鉛 (mg/R) ＜0.1

ｐＨ 6-8

COD(mg/R) 120以下

ＳＳ(mg/R) 200以下

n-ヘキサン(mg/R) 10以下

測定値

＜0.01

7.3

6.8

25

＜0.5

ＩＳＯ１４００１登録番号 EC97J1050

ＩＳＯ１４００１取得時期 1997.07.29

教育時間（時間×人） 61hr

環境管理活動に要した時間 1,693hr

環境管理活動に要した費用 2,107(千円)

燃料使用量 110,532R

走行距離 73,688km

社有車保有台数 12台

ガス使用量 71ｍ3

事務用紙購入量 133,000枚

特別産業廃棄物量 －

廃棄物量 －

排出物量 5.4t

電力使用量 5（万kＷh)

〒５７４-００５２　大阪府大東市新田北町 ５-４５

地域区分

敷地面積

操業形態

稼動年度

電話番号

ＦＡＸ番号

従業員数

従業員の通勤手段

主な業務、生産物

生産額／売上高

工業地域

1,823ｍ2

日勤（8:30－17:10）

1982年

074-873-7551

072-875-3070

39人

公共交通機関

組立式恒温（恒湿）室

2,556（百万円）

水質分析

項　目 自主規準　値

鉛 (mg/R) ＜0.1

ｐＨ 6.1～8.3

COD(mg/R) 200以下

ＳＳ(mg/R) 200以下

n-ヘキサン(mg/R) 4以下

法規制値

＜0.01

7.2

2.7

＜1

＜0.5

ＩＳＯ１４００１登録番号 EC98J1033

ＩＳＯ１４００１取得時期 1998.07.28

教育時間（時間×人） 135hr

環境管理活動に要した時間 2,0601hr

環境管理活動に要した費用 2,160(千円)

燃料使用量 1,408R

走行距離 18,104km

社有車保有台数 1台

ガス使用量 175ｍ3

事務用紙購入量 73,050枚

特別産業廃棄物量 －

廃棄物量 1.1t

排出物量 13t

電力使用量 18.2（万kＷh)

エスペックエンジニアリング株式会社
本社事業所

エスペックエンジニアリング株式会社
大東事業所

※事業所管理者は今年度の担当者です。

■事業所管理者　渕田　健二

※事業所管理者は今年度の担当者です。

■事業所管理者　新田　広治

※事業所管理者は今年度の担当者です。

■事業所管理者　真坂　典明



効果の内容 環境保全効果を表す指標

指標の分類 指標の値

電 力 の 使 用
発生総量（万ｋＷｈ） 918

（51.8）
2.6
8％

866.2

（34.1）
2.8

－28％

削減量（対前年比）（万ｋＷｈ）

原単位（万ｋＷｈ/億円）

原単位での削減率（％）（対前年比）

２００２年度

31.7

9.8
101.8
10％

200１年度

48 49

3.第１期環境管理中期計画（１９９６～２０００年）の目標と実績� 4.環境会計

エスペックグループでは、１９９６年４月、環境管理の導入宣言と同時に、２０００年度までの第１期全社環境目標を設定し、

２００１年3月を以て、大きな成果をあげて、終了することができました。

項目 基準年 達成目標 自己評価実績（2000年度末）

廃棄物 1995年 2000年度末までに

30％削減（原単位）

◎65.3％削減（原単位）

100.5t→44.2t　56％削減（絶対値）

電力 1995年 2000年度末までに

20％削減（原単位）

○25％削減（原単位）

622.8→832.1万kWh　33.6％増（絶対値）

冷媒フロン

（HCFC）

2005年までに

全廃

◎1999年度までに完了

製品の省エネ

（電力）

1996年

生産品

2000年までに

30％削減

◎・プラチナスKシリーズ：平均３２％、最大６７％

　　　　　　　　　　省エネ機器賞の受賞

・冷熱衝撃装置TSAシリーズ：３４％

・バーンインチャンバー：４８％

・小型冷熱衝撃装置TSE：３２％

・複合環境試験システム：５６％　　　　（当社従来製品比）

リサイクル率 1996年 2000年までに

30％増

○
・エスペックリサイクルシステムの運用開始

・部品、材料、素材の通函化の促進

・製品樹脂部品に材質マーキング

・製品取扱説明書に材質構成表を掲載

事
業
活
動

製
品

第1期エスペックグループ全社環境目標

◎：大きな結果　

○：計画に沿った成果　

△：計画を下まわる、または計画から外れる成果　

×：計画を大きく下まわる成果　

３３％増（重量比）

１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年

廃
棄
物
量
（
ｔ
/
億
円
）

削
減
率
（
％
：９
５
年
基
準
）

廃棄物への取り組み（原単位）：ISO14001取得事業所

0.428

0.339

0.269
0.256

0.170

0.490
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12.8

30.9

45.2
47.9

65.3

１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年

廃
棄
物
量
（
ｔ
）

廃棄物総量（絶対値）：ISO14001取得事業所

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

東京本部

本社

エスペック
エンジニアリング
株式会社　大東事業所

エスペック
エンジニアリング
株式会社　本社事業所

宇都宮
テクノコンプレックス

福知山工場

18.6

9.1

70.0

2.8

20.5

9.1

67.1

101.5100.5

4.8 21.0

9.1

49.9

83.7

4.2

13.0

7.6

28.2

51.6

2.8
12.5

9.0
5.0

6.4
15.8

48.9

11.1

8.0
3.2

3.7

18.0

44.2

廃棄物
（ｔ/億円）

削減目標（％）

削減実績（％）

１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年

電
力
使
用
量
（
万
ｋ
Ｗ
ｈ
/
億
円
）

削
減
率
（
％
：９
５
年
基
準
）

電力削減への取り組み（原単位）ISO14001取得事業所

2.900 2.995

3.278

2.715

2.271

3.039

0.000

1.000

2.000

3.000

4.000

-10
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0
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30�

0

4

8
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16

20

0

4.56
1.43

-7.87

10.67

25.27 万kWh/億円

削減計画（％）

削減実績（％）

１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年

電
力
使
用
量
（
万
ｋ
Ｗ
ｈ
）

電力使用総量（ISO14001取得事業所）

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0
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900.0

東京本部

本社

エスペック
エンジニアリング
株式会社　大東事業所

エスペック
エンジニアリング
株式会社　本社事業所

宇都宮
テクノコンプレックス

福知山工場

477.0

115.9

688.5
622.8

92

232.6

808.3

485.3

173.3

740.4

476.0 439.3

92

237.0

832.1

463.0

234.5

629.0

370.7

229.5

エスペックグループでは、１９９９年、環境会計を導入いたしました。２００２年度も環境省-環境会計ガイドラインに沿って、効果について

も掲載しました。

866.2

(34.1)
2.8
-23%

環境保全コスト

環境保全対策に伴う経済効果

分　類 主な取組の内容 ２００２年度投資額

項　目 内　容　等 ２００２年度実績

２００２年度費用額 200１年度費用額200１年度投資額

効果の内容

効果の内容 環境保全効果を表す指標

金　　額

内
訳

（3）
管理活動における環境保全コスト

　  (管理活動コスト）

（2）
生産・サービス活動に伴って上流または

　　下流で生じる環境負荷を抑制するための
　　コスト（上・下流コスト）

（1）

生産・サービス活動により事業エリ
　　ア内で生じる環境負荷を抑制するた
　　めの環境保全コスト
　（事業エリア内コスト）

（4）
研究開発活動における環境保全コスト

　  (研究開発コスト）

（5）
社会活動における環境保全コスト

　  (社会活動コスト）

（6）
環境損傷に対応するコスト

　  (環境損傷コスト）

　合計

①公害防止コスト

②地球環境保全コスト

③資源循環コスト

低沸点冷媒回収機　他

さいたまオフィス、名古屋営業所でのISO14001認証取得

研究開発費用

グリーン調達

200１年度実績
当該期間の投資額の総額

当該期間の研究開発費の総額

リサイクルにより得られた収入額収益

費用
節減

リサイクルに伴う廃棄物処理費用の削減

省エネルギーによる費用削減

集計範囲：（エスペック株式会社、エスペックエンジニアリング株式会社）
対象期間：２００２年4月1日～２００３年3月31日
単　　位：（千）円

単　　位：（千）円

単　　位：（千）円

12,343

-

12,343

-

-

15

-

4,832

-

17,190

35，673

5，912

29，761

-

-

-

-

60，280

-

95，953

154,700

1,077,481

457，969

1，138，406

1,222

(2,349)
12,484

457,969

1,138,406

69,099

6,834

37,391

24,874

408

55,191

220,581

37,464

-

382,743

35,673

5,912

29,761

-

-

-

-

60,280

- -

95,953

67,509

6,907

31,497

29,105

1,824

106,772

305,708

61,110

542,923

※1

※2

環境保全効果

指標の分類 指標の値

廃棄物の排出
発生総量（トン） 20.3

11.4
56.7
44％

31.7

9.8
101.8
10％

削減量（対前年比）（トン）

原単位（ｋｇ/億円）

原単位での削減率（％）（対前年比）

※1：200１年度生産高原単位をベースに求めた２００２年度生産高に対する廃
棄物処理費用から、２００２年度実際に要した廃棄物処理費用を差し引い
た値。

※2：200１年度生産高原単位をベースに求めた２００２年度生産高に対する電
気代から、２００２年度実際に要した電気代を差し引いた値。

２００２年度

31.7

9.8
101.8

200１年度

※(   )付きの値は増加分

(   )付きの値は増加分

事業活動に投入する
資源に関する効果

事業活動から排出する
環境負荷及び廃棄物
に関する効果



50 51

5.環境省-環境報告書ガイドライン（２０００年度版）への対応

２００１年２月に発行された、環境省-環境報告書ガイドライン（２０００年度版）。今回の環境マネジメントレポートは、これに沿って

作成しました。ガイドラインが求める内容に対する対応結果は、下の表の通りです。

環境問題の現状、事業活動における環境保全への取組の必要性、及び将来的な持続可能な環境保全型社会のあり方等についての認識

自らの業種、規模、事業特性等に応じた顕著な環境側面及びそれに対する取組の方針、目標

環境情報開示に関する基本的姿勢

上記に関する社会に対しての誓約

経営責任者等の署名

自らの環境保全への取組状況に対する成果、目標の達成状況、今後の課題等の具体的内容

自らの環境保全への取組状況と業界水準又は社会一般の取組などとの比較

報告対象組織（工場、事業所、子会社等の範囲、連結決算対象組織との異同、全体を対象としていない場合は、全体を対象とするまでの予想スケジュール等を記載する）

報告対象期間、発行日及び次回発行予定（なお以前に環境報告書を発行している場合は、直近の報告書の発行日も記載する。）

報告対象分野（環境以外の分野を含んでいる場合はその内容）

作成部署及び連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号、電子メールアドレス等も記載する。）

アンケートあるいは返信用はがき等を添付し、質問に答える旨の記述等、何らかのフィードバックの手段について記載する。

ホームページのアドレス

世界の各地域又は国内の各支店毎の問い合わせ先

主な関連公表資料の一覧及び概要（会社案内、有価証券報告書、環境パンフレット、技術パンフレット、従業員向けマニュアル等の主な関連資料の一覧とその概要、入手方法）

事業の具体的内容、主要な製品・サービスの内容（事業分野等）

全社的な経営方針等

本社の所在地

工場・事業所数、主要な工場・事業場の所在地及びそれぞれの生産品目

従業員数（少なくとも過去３年程度を記載する。）

売上高又は生産高（少なくとも過去３年程度を記載する。）

事業者の変革及び環境保全への取組の歴史等の概要

主な事業地域及び販売地域（主要な原材料の採掘、調達、営業や販売活動を行なっている地域について、日本国内だけか、海外もか、特定地域のみか等を記載する。）

対象市場や顧客の種類（小売、卸売り、政府等）

報告対象期間中に発生した、組織の規模や構造、所有形態、製品・サービス等における重大な変化の状況（合併、分社化、新規事業分野への進出、工場等の建設等の変化があった場合）

その他報告対象組織の活動規模に関する情報（総資産額、利益額、床面積等）

環境保全に関する経営方針・考え方（事業内容や製品・サービスの特性や規模、また、事業活動に伴う環境負荷等に対応し

て適切なものであること）

制定時期、制定方法、全体的な経営方針等との整合性及び位置付け

環境保全に関する経営方針が意図する具体的内容、将来ビジョン、制定した背景等に関するわかりやすい解説

同意する（遵守する）環境に関する憲章、協定等の名称と内容

環境保全に関する中長期目標、当期及び次期対象期間の目標（事業特性、規模等に対応して適切なものであること）

中長期目標については、制定時期、基準とした時期、対象期間

環境保全に関する中長期目標、当期及び次期対象期間の目標に対応した計画

環境保全に関する中長期目標、当期及び次期対象期間の目標に対応した、報告対象期間の環境負荷の実績、環境保全への

取組の概要等の総括データ

環境負荷の実績及び環境保全への取り組み結果等に対する評価

基準とした時期のデータ

環境報告書全体の概要（サマリー・要約）及びそれぞれの内容の対応ページ

事業内容、製品・サービスの特性に応じた環境保全への取組の課題

報告対象期間における特徴的な取組

前回の報告時と比べて追加・改善した取組等

環境会計情報に係る集計範囲、対象期間の基礎情報

環境保全コスト及び主な取組の内容

環境保全対策に係る効果（環境保全効果及び環境保全対策に伴う経済効果）

環境会計情報の集計に採用した方法等の補足情報

環境省「環境会計システムの導入のためのガイドライン」に準拠している場合には、その旨の記載

全社的な環境マネジメントシステムの構築及び運用状況（システムの説明を含む）

全社的な環境マネジメントの組織・体制の状況（それぞれの責任、権限、組織の説明を含む）及びその組織・体制図

ＩＳＯ１４００１の外部認証を取得している場合には、取得している事業所の数、割合（全従業員数に対する認証取得事業所等

の従業員の割合等）、認証取得時期

環境保全に関する従業員教育等の実施状況

想定される緊急事態の内容と緊急時対応の状況

環境影響の監視、測定の実施状況

環境マネジメントシステムの監査の基準、実施状況、監査結果及びその対応方法等

環境マネジメントシステムの全体像を示すフロー図

環境活動評価プログラムに参加登録している事業所の数及び割合

環境保全に関する従業員教育等の実施状況の定量的情報（教育等を受けた従業員の数、割合、従業員１人当たりの年間平均教育時間数等）

環境保全への取組成果の社員等の業績評価への反映

社内での表彰制度等

環境保全のための技術、製品・サービスの環境適合設計（ＤｆＥ）等の研究開発の状況

ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）手法を用いた研究開発の状況

環境報告書、環境ラベル等による環境情報開示及び利害関係者とのコミュニケーションの実施状況

主要な利害関係者との協議等の状況（例えば調査の実施、地域住民との懇談会、定期的な訪問や報告、取引先との懇談会、ニュースレターなどによるコミュニケーションなどの状況と種別ごとの協議回数）

事業活動に即して、どのような環境法規の、どのような規制を受け、それにどのように対応しているのか等の状況

過去５年以内に法令等の違反及び事故があった場合は、その違反及び事故の内容、原因、対応策

環境に関する罰金、科料等の金額、件数

環境関連の訴訟を行なっているまたは受けている場合は、その内容及び件数

事業者又は従業員による環境に関する社会貢献活動の状況

加盟又は支援する環境保全に関する団体（ＮＰＯ、業界団体）

環境保全に関するＮＰＯへの寄付金、支援額
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１）経営者緒言

３）事業概要等

１）環境保全に関する経営方針・考え方

３）環境会計情報の総括

１）環境マネジメントシステムの状況

３）環境情報開示、環境コミュニケーションの状況

４）環境に関する規制遵守の状況

５）環境に関する社会貢献活動の状況

２）環境保全のための技術、製品・サービスの 

    環境適合設計（ＤｆＥ）等の研究開発の状況

２）環境保全に関する目標、計画及び実績等総括

２）報告にあたっての基本的要件（対象組織・
　期間・分野、作成部署・連絡先）
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１６，１７
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１８，４４～４６

１９

１９

３０～３６

１６，３１

４０～４２

４１

４４～４６

１２・１３

１２・１３

３８，３９

３８

○

自らの環境負荷の全体像（事業活動のライフサイクル全体を踏まえた把握・評価＜主要な物質、項目のインプット、アウトプットを示す記述＞）

主要な物質、項目のインプット、アウトプットを定量的に示すフロー図

①総物質投入量及びその低減対策

②事業者内部での物質の循環的利用量及びその増大対策

③総エネルギー消費量及びその低減対策

④再生可能なエネルギー消費量及びその増大対策

⑤水利用量及びその低減対策

⑥事業者内部での水の循環的利用量及びその増大対策

再生資源・再生部品投入量及びその転換対策

有害物質投入量及びその低減対策

熱帯木材、遺伝子組換え生物等の投入量及びその低減対策

①グリーン購入（環境負荷低減に資する製品・サービス等の優先的購入）の状況

②エコマーク等の環境ラベル認定製品その他の環境負荷低減に資する製品の購入量又は比率

①温室効果ガス排出量及びその低減対策。※留意点あり

②オゾン層破壊物質排出量及びその低減対策。※留意点あり

ＳＯｘ排出量及びその低減対策

ＮＯｘ排出量及びその低減対策

ＶＯＣｓ排出量及びＳの低減対策

ＰＲＴＲ対象物質排出量及びその低減対策

排出規制項目（ＳＯｘ,ＮＯｘ,ばいじん、ダイオキシン類等）の排出濃度及びその低減対策

排出抑制物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン）の排出濃度及びその低減対策

騒音、振動の発生状況及びその低減対策

悪臭の発生状況及びその低減対策

総排水量(ｍ３）及びその低減対策

ＰＲＴＲ対象物質排出量及びその低減対策

ＣＯＤ、窒素、燐の排出量及びその低減対策

排水規制項目の排出濃度及びその低減対策

①廃棄物等の総排出量（ｔ）及びその低減対策

②再利用される循環資源の量（ｔ）及びその増大対策

③再生利用される循環資源の量（ｔ）及びその増大対策

④熱回収される循環資源の量（ｔ）及びその増大対策

⑤焼却処理される廃棄物の量（ｔ）及びその低減対策

⑥最終処分される廃棄物の量（ｔ）及びその低減対策

有害廃棄物排出量（ｔ）及びその低減対策

ＰＲＴＲ対象物質の廃棄物移動量及びその低減対策

①製品・サービス等の特性に応じた環境負荷の状況及び環境負荷低減対策

②環境負荷低減に資する製品・サービス等の生産・販売量又は比率及びそれを高めるための取組状況

使用時環境負荷－製品群毎のエネルギー消費効率及びその向上対策

使用時環境負荷－省エネ法判断基準適合製品の比率及びその増大対策

廃棄時環境負荷－総製品生産重量及びその低減対策

廃棄時環境負荷－有害物質含有量及びその低減対策

廃棄時環境負荷－容器・包装使用量及びその低減対策

廃棄時環境負荷－製品群毎の平均耐用年数及びその増大対策

廃棄時環境負荷－製品群毎の再使用・再生利用可能部分の比率及びその拡大対策

廃棄時環境負荷－製品群毎の解体時間及びその短縮対策

廃棄時環境負荷－使用済み製品、容器・包装の回収量及びその増大対策

廃棄時環境負荷－回収された使用済み製品、容器・包装の再利用、再生利用量、熱回収量及び比率、及びその増大対策

総合的評価－エコマーク等の環境ラベル認定製品の生産・販売量又は比率及びその増大対策

①総輸送量（ｔ×km）及びその低減対策

②輸送に伴うＣＯ２排出量及びその低減対策

輸送に伴うＮＯＸ排出量及びその低減対策

低公害車、低燃費車の導入台数又は比率及びその増大対策

土壌・地下水汚染の状況及びその低減対策

自然地域の改変面積及びその縮小対策

緑化・植林・自然修復面積及びその拡大対策

事故件数及び内容（漏出物質名、状況、量等）

有害物質保有量及び低減対策

５．
環
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組
の
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１）環境負荷の全体像

  （事業活動のライフサイクル全体を踏まえた把握、評価）

３）事業エリアの上流（製品・サービスの購入）での環境負 

    荷の状況及びその低減対策

２）物質・エネルギー等のインプットに係る
   環境負荷の状況及びその低減対策

４）不要物等のアウトプットに 
    係る環境負荷の状況及びその低
減  
    対策

（1）大気への排出

（2）水域・土壌へ  
      の排出

（3）廃棄物等の排 
      出

６）輸送に係る環境負荷の状況及び
　その低減対策

７）ストック汚染、土地利用、その他の環境リスク等
    に係る環境負荷の状況及びその低減対策

５）事業エリアの下流（製品・サービス等の提供）
    での環境負荷の状況及びその低減対策
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対応 掲載頁



１９９８年

１９９９年

52 53

6.エスペックグループの環境年表

■初代社長 田葉井五郎、専務 田葉井敏雄、

２代目社長 小山栄一らが、科学機器の製造を

目的として、現本社所在地にて創業

■株式会社田葉井製作所に改組

■わが国で初めて環境試験器の開発に着手

■大阪大学医学部付属病院にわが国初の本格的な高

気圧酸素治療室（ＰＨＣ-５０）を完成

■プラチナスシリーズ（低温恒温恒湿器・低温恒温器）

を発売

■業界で初めての２年・５０００時間の長期保証体制を

実施

■（株）タバイエンジニアリングサービス＜現：エスペ

ックエンジニアリング（株）＞を設立

■品質保証部を設立

■初代会長 田葉井五郎の死去に伴い、

　代表取締役専務　小山栄一が取締役社長に就任

■福知山工場に隣接して環境試験技術センターを

竣工

■タバイエスペック（株）に社名変更

■大阪証券取引所第二部へ上場

■ESPEC CORP.(U.S,A.)を設立

■東京証券取引所第二部へ上場

■上海実験儀器工廠（中国）と合併会社設立、契約

に調印

■東京証券取引所、大阪証券取引所第一部へ指定

替え

■上海愛斯佩克環境儀器有限公司を操業

■環境試験技術センター、日本で初のIECQ独立試験

所として認定

■環境試験の代行-託験を開始

１９４７年

１９５４年

１９６０年

１９６７年

１９６９年 ■恒温恒湿器に複数の冷凍機を搭載し、省エネ

を実現

１９６９年

１９６７年

１９６８年

１９６９年

１９７２年

１９７５年

１９７８年

■無公害工業団地・長田野工業団地に福知山工場

竣工

１９７２年

１９７４年

１９７５年

１９７８年

１９４０年代

１９５０年代

１９６０年代

１９７０年代

１９８０年

１９８１年

１９８３年

１９８５年

１９８６年

１９８７年

１９８０年代

■初代会長 田葉井五郎の死去に伴い、

　代表取締役専務　小山栄一が取締役社長に就任

■福知山工場に隣接して環境試験技術センターを

■省エネを基本設計思想とした本社ビルを建設

■国際地球科学会議・テレビシンポジウムを協賛

■民間と植物工場の業務提携

■会社組織に植物工場プロジェクトを設置

１９８０年

１９８１年

１９８３年

１９８７年

１９８８年

■取締役社長 小山栄一が代表取締役会長に、

　専務取締役 島崎清が代表取締役社長に就任

■環境技術試験センター（福知山試験所）が

ISO/IECガイド２５に基づくIECQ独立試験所に認

定される

■環境技術試験センター（宇都宮試験所）が

ISO/IECガイド２５に基づくIECQ独立試験所に認

定される

■国際規格ISO９００１（JIS Z ９９０１）に基づく品質

システムの審査登録を取得

■中国電子工業部五所広州模擬環境工程公司と合併

会社を設立、契約に調印

■中国電子工業部五所広州模擬環境工程公司と合併

会社を設立、契約に調印

■京都環境計量センターを開設、環境計量証明事業

を開始

■広州模擬環境工程公司と合併会社、広州賽愛環境

保護技術開発有限公司の設立、契約に調印

■塔巴依愛斯佩克環境儀器（上海）有限公司を設立

１９９２年

１９９３年

１９９５年

１９９６年

１９９７年

■国際花と緑の博覧会の芙蓉ミュージカルシアター

と三和みどり館に協賛

■株式会社新産業創造センター（ＴＲＴ）の設立に

参加

■会社組織にフロン対策室を設置するとともに、

ＣＦＣフロン全廃のための製品開発・技術開発に

着手

■代替フロンのプリント基板洗浄剤に転換完了

■代替フロンの断熱材発泡に転換完了

■新産業創造センター（ＴＲＴ）内に「鳥取アグリラ

ボ」を開設

■コンテナ式植物工場が植物工場学会より開発賞

を受賞

■福知山工場が省エネルギーの電気部門において近

畿通産局長賞を受賞

■CFCフロンから代替フロンに全製品転換完了

■環境管理部創設

■ＮＥＤＯとの太陽光発電フィールドテストを開始

■エスペックグループ全社環境基本方針を制定

■宇都宮テクノコンプレックス内にフューチャーラボ

竣工

■ＩＳＯ１４００１認証取得（福知山工場）

■ＩＳＯ１４００１認証取得（宇都宮テクノコンプレックス）

■ＩＳＯ１４００１認証取得（タバイエスペックサービス本

社事業所）

■エコシステム事業推進室を設置

■エスペックグループ環境強化週間の運営開始

■中国での合弁会社の設置による浄水器の開発・販売

１９９０年

１９９１年

１９９２年

１９９３年

１９９４年

１９９５年

１９９６年

１９９７年

１９９０年代

■公益信託「エスペック地球環境研究・技術基金」を

設置

■ＩＳＯ１４００１認証取得（タバイ環境設備大東事業所）

■環境報告書「エスペック環境マネジメントレポート」

（１９９７年度報告）発行

■エスペック環境管理セミナーを開催。約２００社受講

■プラチナスＫシリーズ３機種が「第１９回優秀省エネ

ルギー機器表彰」を受賞

■環境報告書「エスペック環境マネジメントレポート」

（１９９８年度報告）発行

■環境会計導入

■仕入先への環境管理活動指導・支援開始

■エスペック環境管理セミナーを開催 約１００社受講

■「グリーン調達」を構築開始

１９９８年

１９９９年

１９９０年代

２０００年代
■エスペックグループ全社環境基本方針改訂

■第2期環境管理中期計画制定

■環境マネジメントレポート２０００発行

■グリーン調達開始

■ＩＳＯ14001認証取得（東京本部、廣州愛斯佩克環境

儀器有限公司）

■福知山工場が京都府環境トップランナー表彰を受賞 

■環境経営度調査で製造部門１４位の評価

■エスペック環境マネジメントレポート２００１が、環境

レポート大賞 優秀賞を受賞

■エスペック環境マネジメントレポート２００１が、環境

報告書賞  優良賞を受賞

■神戸テクノコンプレックス、エスペック株式会社本

社事業所が、ISO１４００１認証取得

■鉛フリーはんだに変更したプリント基板の製造を開

始

■低沸点冷媒回収装置の開発

■植樹祭「郷土の森づくりを実践する会」を開催

■宇都宮テクノコンプレックスで環境フェスティバル

を開催

■神戸テクノコンプレックス・本社・さいたまオフィス、

名古屋事業所がＩＳＯ１４００１を認証取得

■株式会社アポロメックがＩＳＯ１４００１認証取得

２０００年

２００１年

２００２年

２００３年

■上海愛斯佩克環境設備有限公司を設立

　（上海愛斯佩克環境儀器有限公司の事業を継承）

■東京本部を設立

■環境マネジメントレポート２０００発行

■グリーン調達開始

■韓国エスペック株式会社を設立

■アグリ事業をビジネステーマとする株式会社ミック

に事業参加（現エスペックミック株式会社に社名変

更）

■環境技術試験センター（神戸試験所）がISO/IECガ

イド１７０２５に基づくIECQ独立試験所に認定される

■代表取締役 島崎 清が代表取締役・ＣＥＯに、常務

取締役 野路井 達が代表取締役社長・COOに就任

■エスペック（株）に社名変更

２０００年

２００１年

２００２年

事業沿革 環境への取り組み 事業沿革 環境への取り組み
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8.カタログ，ホームページ7.第1種指定化学物質の名称ならびに排出量及び移動量　

エスペックグループでは、化学物質の移動量管理について自主管理基準：1ｋｇ以上を集計単位として管理しています。

またエスペックグループでは、お客様先での作業も伴いますので、これも集計しています。

２００２年度、法的報告義務である1ｔ以上の取扱量となる事業所が1ヶ所ありました。

第1種指定化学物質の号番号

イ）大気への年間排出量

年 間 取 扱 量

製品への含有分（自主測定項目）

リサイクル分（売却分）（自主測定項目）

第1種指定化学物質の名称

ロ）公共用水域への年間排出量

ハ）当該事業所における土壌への排出
     ニ）以外

ニ）当該事業所における埋立処分

イ）下水道への移動

ロ）当該事業所の外への移動
     イ）以外

排出量

移動量

HCFC-141b HCFC-22 ＣＦＣ-13 ＣＦＣ-115 ＣＦＣ-12� ハロン-1301HCFC-225 トルエン
鉛および
その化合物 ヒドラジン

132 144 227 230 253 85 88 94 121 286

3.70 0.45 0.38 0.09 2.69 0.04 0.21 0.13 0.01

0.04 - - - -

1.72 0.01 - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

0.93 0.03 0.21 0.13 0.01

0.03

- - - - -

0.11 0.35 0.38 - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - 0.03

3.59 - - 0.04 -

- 0.11 - 0.05 -

事業所内 事業所外（単位：ｔ） （単位：ｔ）

環境マネジメントレポートの旧版についても準備させていただいています。ご用命ください。

ESPEC環境マネジメントレポート’９７

1998年6月発行 1999年6月発行 2000年6月発行 2001年6月発行

ESPEC環境マネジメントレポート
（1998年度報告） ESPEC環境マネジメントレポート2000 ESPEC環境マネジメントレポート2001

http://www.espec.co.jp/

会社案内，製品カタログ ホームページ

2002年6月発行

ESPEC環境マネジメントレポート2002

エスペックグループでは、上記以外にも多数パンフレットを取り揃えております。次ページの各営業所などにお申しつけください。

ISO14001登録証のコピー送付、会社見学につきましても同様です。

各事業所の環境マネジメントマニュアル、その他環境マネジメント文書類につきましては、環境管理部までご連絡ください。

会社案内 製品総合カタログ ESPEC技術情報

エスペックミック 会社案内 森づくり 植物による多自然型川づくり

－ベストマンシステム－

エスペックリサイクルシステム

（廃棄製品のリサイクル）

環境測定・分析システム アグリシステム
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事業所住所一覧

エスペック株式会社

■本社
５３０-８５５０　大阪府大阪市北区天神橋 ３-５-６
Tel : ０６-６３５８-４７４１　Fax : ０６-６３５８-５５００

ESPEC ENGINEERING CORP.

エスペックミック株式会社

エスペック環境試験技術センター株式会社

ESPEC NORTH AMERICA,INC.

ESPEC NORTH AMERICA,INC.　

ESPEC (MALAYSIA) SDN.BHD.

■東京本部
１３６-００７４　東京都江東区東砂 ８-５-１
Tel : ０３-５６３３-７２９０　Fax : ０３-５６３３-７３０３

■仙台営業所
９８１-３１３５　宮城県仙台市泉区八乙女中央 ２-２-２２
Tel : ０２２-２１８-１８９１　Fax : ０２２-２１８-１８９４    

■さいたま営業所
３３０-０８５４　埼玉県さいたま市大宮区桜木町 ４-７８２-１
Tel : ０４８-６４３-１９１８　Fax : ０４８-６４５-１５９７    

■つくば営業所
３０５-００３５　茨城県つくば市松代 １-１１-１０
Tel : ０２９-８５４-７８０５　Fax : ０２９-８５４-７７８５

■東京営業所
１３６-００７４　東京都江東区東砂 ８-５-１
Tel : ０３-５６３３-７２９１　Fax : ０３-５６３３-７３０３

■西東京営業所
１８６-００１１　東京都国立市谷保 ６０４９
Tel : ０４２-５０１-２５７１　Fax : ０４２-５０１-２５７３   

■横浜営業所
２４０-０００５　神奈川県横浜市保土ヶ谷区神戸町１３４
               横浜ビジネスパーク・ウエストタワ－８F
Tel : ０４５-３３６-６４１０　Fax : ０４５-３３６-６４１１

■松本営業所
３９０-０８５２　長野県松本市島立 ６４７-２ 山田ビル １F
Tel : ０２６３-４８-０４０１　Fax : ０２６３-４８-０４１０   

■静岡営業所
４２２-８０３４　静岡県静岡市高松 １-６-２３
Tel : ０５４-２３７-８０００　Fax : ０５４-２３８-３４４１    

■名古屋事業所
４６５-００９２　愛知県名古屋市名東区社台 ３-８１-２
Tel : ０５２-７７７-２５５１　Fax : ０５２-７７７-２５７５

■金沢営業所
９２０-８２０３　石川県金沢市鞍月３丁目１１５ 
Tel : ０７６-２６８-１８９１　Fax : ０７６-２６８-１８９３

■大阪営業所
５３０-８５５０　大阪府大阪市北区天神橋３-５-６
Tel : ０６-６３５８-４７４６　Fax : ０６-６３５８-５５７５

■広島営業所
７３１-０１０３　広島県広島市安佐南区緑井 １-１２-２５
Tel : ０８２-８３０-５２１１　Fax : ０８２-８７６-５０５０

■福岡営業所
８１２-０００６　福岡県福岡市博多区上牟田 １-２８-１６ 
               コスモプレインビルE室
Tel : ０９２-４７１-０９３２　Fax : ０９２-４７４-３５００  

■福知山工場
６２０-０８５３　京都府福知山市長田野町 １-７
Tel : ０７７３-２７-３１３１　Fax : ０７７３-２７-１１３２

■宇都宮テクノコンプレックス
３２１-３２３１　栃木県宇都宮市清原工業団地 ２３-１
Tel : ０２８-６６７-８７３０　Fax : ０２８-６６７-５８０３

■寝屋川技術センター
５７２-００３９　大阪府寝屋川市池田 ３-１１-１７
Tel : ０７２-８２６-６９６１　Fax : ０７２-８２６-７１３１

■神戸テクノコンプレックス
６５１-１５１４　兵庫県神戸市北区鹿の子台南町 ５-２-５
Tel : ０７８-９５１-０９６０　Fax : ０７８-９５１-０９６７

■厚木ブランチ
２５９-１１１７　神奈川県伊勢原市東成瀬 ３６-５
Tel : ０４６３-９４-９４３３　Fax : ０４６３-９４-６５４２   

■横浜ブランチ
２３４-００５１　神奈川県横浜市港南区日野 ２-２２-９
Tel : ０４５-８４７-２６９６　Fax : ０４５-８４７-２６１９

■松本ブランチ
３９０-０８５２　長野県松本市島立 ６４７-２ 山田ビル １F
Tel : ０２６３-４８-０４０１　Fax : ０２６３-４８-０４１０    

■静岡ブランチ
４２２-８０３４　静岡県静岡市高松 １-６-２３
Tel : ０５４-２３７-８０００　Fax : ０５４-２３８-３４４１    

■名古屋ブランチ
４６５-００９２　愛知県名古屋市名東区社台 ３-８１-２
Tel : ０５２-７７７-２５５１　Fax : ０５２-７７７-２５７５

■津ブランチ
５１４-０１０４　三重県津市栗真小川町 ６２０
Tel : ０５９-２３３-５４００　Fax : ０５９-２３３-５４１１

■金沢ブランチ
９２０-８２０３　石川県金沢市鞍月３丁目１１５ 
Tel : ０７６-２６８-１８９１　Fax : ０７６-２６８-１８９３

■大阪ブランチ
５７２-００７２　大阪府寝屋川市太間東町 ２３-１２
Tel : ０７２-８３４-１１９１　Fax : ０７２-８３４-７７５５    

■京都ブランチ
６１５-００４６　京都府京都市右京区西院西溝崎町 ８
Tel : ０７５-３１１-８０８１　Fax : ０７５-３１１-６３０５

■滋賀ブランチ
５２０-３２３４　滋賀県甲賀郡甲西町中央 １-４４-１ 市兵衛ビル １F
Tel : ０７４８-７２-８０７７　Fax : ０７４８-７２-５０７０

■兵庫ブランチ
６５８-００４５　兵庫県神戸市東灘区御影石町 ２-１４-１７ 
　　　　　 アネックス御影 １F
Tel : ０７８-８４１-４０８５　Fax : ０７８-８２２-４６８９

■姫路ブランチ
６７２-８０４８　兵庫県姫路市飾磨区三宅 １-１９２
　　　　　  田中興産ビル ４F
Tel : ０７９２-２２-８４６１　Fax : ０７９２-２２-８４９０

■広島ブランチ
７３１-０１０３　広島県広島市安佐南区緑井 １-１２-２５
Tel : ０８２-８３０-５２１１　Fax : ０８２-８７６-５０５０

■新居浜ブランチ
７９２-０８１２　愛媛県新居浜市坂井町 ３-５-３５ 村上ビル １F
Tel : ０８９７-４１-３１６３　Fax : ０８９７-４３-１１３９

■福岡ブランチ
８１２-０００６　福岡県福岡市博多区上牟田 １-２８-１６ 
               コスモプレインビル E室
Tel : ０９２-４７１-０９３２　Fax : ０９２-４７４-３５００  

■タイ駐在事務所《BANGKOK Rep. OFFICE》
４５１ Sirinthorn Road Bangbumru,Bangplud,Bangkok
１０７００,Thailand 
Tel : ６６-２-４３３-８３３１　Fax : ６６-２-４３３-１６７９    

■台湾駐在員事務所《TAIWAN Rep. OFFICE》
９th Fl.,５７,SEC.３.Chung Shan N Road.,Taipei 104,Taiwan R.O.C.
Tel : ８８６-２２-５９５-３３５５　Fax : ８８６-２２-５９６-４８７１    

エスペックエンジニアリング株式会社

■本社
５７２-００７２　大阪府寝屋川市太間東町 ２３-１２
Tel : ０７２-８３４-１１９１　Fax : ０７２-８３４-７７５５    

■大東事業所
５７４-００５２　大阪府大東市新田北町 ５-４５
Tel : ０７２-８７３-７５５１　Fax : ０７２-８７５-３０７０    

■仙台ブランチ
９８１-３１３５　宮城県仙台市泉区八乙女中央 ２-２-２２
Tel : ０２２-２１８-１８９１　Fax : ０２２-２１８-１８９４    

■宇都宮ブランチ
３２１-３２３１　栃木県宇都宮市清原工業団地 ２３-１
Tel : ０２８-６６７-８７３４　Fax : ０２８-６６７-５８０３

■さいたまブランチ
３３０-０８５４　埼玉県さいたま市大宮区桜木町 ４-７８２-１
Tel : ０４８-６４３-１９１８　Fax : ０４８-６４０-５８０７    

■つくばブランチ
３０５-００３５　茨城県つくば市松代 １-１１-１０
Tel : ０２９-８５４-７８０５　Fax : ０２９-８５４-７７８５    

■高崎ブランチ
３７０-０８４１　群馬県高崎市栄町 １２-１６ メゾンサンボル １０１
Tel : ０２７-３２０-８５７１　Fax : ０２７-３２０-８５７３    

■千葉ブランチ
２６３-００５１　千葉県千葉市稲毛区園生町 ３９３ 鈴木ビル１F
Tel : ０４３-２８６-６０２０　Fax : ０４３-２８６-６０２２

■東京ブランチ
１４６-００８３　東京都大田区千鳥 １-１１-４
Tel : ０３-３７５２-８６０１　Fax : ０３-３７５２-８６２５   

■西東京ブランチ
１８６-００１１　東京都国立市谷保 ６０４９
Tel : ０４２-５０１-２５７１　Fax : ０４２-５０１-２５７３    

４８０-０１３８　愛知県丹羽郡大口町大御堂 １-２３３-１
Tel : ０５８７-９５-６３６９　Fax : ０５８７-９５-４８３３    

■大阪オフィス

■本社

１３６-００７４　東京都江東区東砂 ８-５-１
Tel : ０３-５６３３-７２９２　Fax : ０３-５６３３-７３０４

■東京オフィス

４２５ Gordon Industrial Court, Byron Center,
MI ４９３１５-８３５４, U.S.A.
Tel : １-６１６-８７８-０２７０　Fax : １-６１６-８７８-０２８０

■サンホゼ事務所
４４２ Reynolds Cir.,San Jose,CA ９５１１２, U.S.A.
Tel : １-４０８-４４１-６８８０　Fax : １-４０８-４４１-６８８１

No.１０-１,Jalan Dagang SB ４/２,Taman Sungai Besi 
Indah, Off Jalan Sungai Besi,４３３００ Seri
Kembangan,Selangor D E Malaysia
Tel : ６０-３-８９４５１３７７　Fax : ６０-３-８９４５１２８７    

Flr１,No.４８９ Pudian Road, You You Yanqiao 
Building, Pudong New Area,Shanghai, ２００１２２, China
中国上海市浦東新区浦電路４８９号　自由燕喬大厦1楼
Tel : ８６-２１-５８３０３３２２　Fax : ８６-２１-５８６６１７８１

Rm６０８, Block B, Lucky Tower, No.３ Dong San Huan Bei Lu.,
Chaoyang District, Beijing １０００２７, China
Tel : ８６-１０-６４６２７０２５　Fax : ８６-１０-６４６２７０

Suite A-B, ８/F, Rong Jian Building, ２９-３１
Jian She Liu Ma Road, Guangzhou ５１００６０, China
Tel : ８６-２０-８３３１７８２６　Fax : ８６-２０-８３３１７８２５    

１６６ Ha-mi Road,Shanghai ２００３３５, China
Tel : ８６-２１-５２１８６４７７　Fax : ８６-２１-６２３９４９５３

Yongfa Avenue 6,Huadu-City,
Guangdong-province ５１０８０８, China
Tel : ８６-２０-８６８８１５３７　Fax : ８６-２０-８６８８１５３０

■北京事務所《BEIJING Rep.OFFICE》

■廣州事務所《GUANGZHOU Rep.OFFICE》

３６-２０,Gwandai-Ri,Doonpo-Myun,Asan-City,
Choongnam  ３３６８７１, Korea
大韓民国忠清南道牙山市屯浦面館袋里３６-２０
Tel : ８２-４１-５３２-１９８１　Fax : ８２-４１-５３２-１９８３  

韓国エスペック株式会社《ESPEC KOREA CORP.》

　斯佩克　境　器（上海）有限公司《ESPEC ENVIRONMENTAL  EQUIPMENT 
(SHANGHAI) CO., LTD.》

Room Q, 14FL, International Trade Commercial
Building, Nanhu Road, Luohu, Shenzhen, China
Tel : ８６-７５５-２５１９４５９９　Fax : ８６-７５５-２５１９４５６８

　斯佩克　境　器（上海）有限公司　深土川事務所
《SHENZHEN Rep.OFFICE》

上海　斯佩克　境設備有限公司《SHANGHAI ESPEC 
ENVIRONMENTAL EQUIPMENT CORP.》

１１７ Xue Yuan Road Xi Hu Qu Hangzhou Zhejiang
３１００１２, China
Tel : ８６-５７１-８８９１４０２６　Fax : ８６-５７１-８８９１９２４６

　斯佩克　境保護技術（杭州）有限公司 《ESPEC ENVIRONMENTAL 
PROTECTION (HANGZHOU) CO.,LTD.》

廣州　斯佩克　境　器有限公司《GUANGZHOU ESPEC 
ENVIRONMENTAL EQUIPMENT CO.,Ltd.》

■本社・大阪オフィス
５３０-８５５０　大阪府大阪市北区天神橋 ３-５-６
Tel : ０６-６１３５-３６２６　Fax : ０６-６１３５-３６２７  

■東京オフィス
１３６-００７４　東京都江東区東砂 ８-５-１ 
Tel : ０３-５６３３-７２９４　Fax : ０３-５６３３-７３０７

５９５-００５５　大阪府泉大津市なぎさ町 ６ー１ 
　　　　　 きららセンタービル 4Ｆ 
Tel : ０７２５-３１-９１１１　Fax : ０７２５-３１-９１１５

エスペック京都株式会社

エスペック兵庫株式会社

エスペックビジネスクリエイト株式会社

エスペック販売株式会社

株式会社アポロメック

エスペックオリゴサービス株式会社

■本社
６１５-００４６　京都府京都市右京区西院西溝崎町 ８
Tel : ０７５-３１５-１２３２　Fax : ０７５-３１１-６３０５  

■滋賀営業所
５２０-３２３４　滋賀県甲賀郡甲西町中央 1-44-1 市兵衛ビル1F
Tel :０７４８-７２-５０７７　Fax : ０７４８-７２-５０７０

■本社
６５８-００４５　兵庫県神戸市東灘区御影石町 ２-１４-１７
　　　　　 アネックス御影 １F
Tel : ０７８-８２２-４６４５　Fax : ０７８-８２２-４６８９

５３０-８５５０　大阪府大阪市北区天神橋 ３-５-６ 
Tel : ０６-６３５８-３２２９　Fax : ０６-６３５８-９４５０

■京都事務所
６０４-８８４５　京都府京都市中京区壬生東高田町 ２-１-２０２
Tel : ０７５-３２５-２９７４　Fax : ０７５-３２５-２９７５    

■本社
６５８-００５３　兵庫県神戸市東灘区住吉宮町 ５ー１０ー１８
Tel : ０７８-８１１-３２１１　Fax : ０７８-８４１-８３２９

■本社
３０５-００２４　茨城県つくば市春日 ２-３３-４ 
　　　　　 ハッピーカンパニービル ２０２
Tel : ０２９-８５１-８４６１　Fax : ０２９-８５１-８４６０




